
文教警察委員会会議記録

文教警察委員長 衞藤 明和

１ 日 時

平成２８年３月１８日（金） 午前１１時００分から

午後 ４時２５分まで

２ 場 所

第２委員会室

３ 出席した委員の氏名

衞藤明和、土居昌弘、大友栄二、麻生栄作、二ノ宮健治、原田孝司、久原和弘

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

木田昇、桑原宏史

６ 出席した執行部関係の職・氏名

教育長 工藤利明、警察本部長 松坂規生 ほか関係者

７ 出席した参考人の職・氏名

大分大学 副学長 望月聡

大分大学教育福祉科学部 学部長 柳井智彦

大分大学教育福祉科学部 副学部長 伊藤安浩

８ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

９ 会議の概要及び結果

（１）第１号議案のうち本委員会関係部分及び第４３号議案から第４７号議案について

は、可決すべきものと、第１号報告については、承認すべきものといずれも全会一致

をもって決定した。

継続請願１０及び継続請願１１については、継続審査とすることをいずれも全会一

致をもって決定した。

（２）第１９号議案、第２０号議案及び第２２号議案については、可決すべきものと総務

企画委員会に、第３５号議案については、可決すべきものと福祉保健生活環境委員会

に回答することをいずれも全会一致をもって決定した。



（３）大分大学教職大学院設置に伴う教育委員会との連携について、参考人から意見聴取

を行った。

あわせて執行部から説明を受けた。

（４）陳情２－２について、質疑を行った。

（５）大分県公立学校教職員の人材育成方針の改訂について、県立学校における政治的教

養の教育に関する指針について及び大分県スポーツ推進計画の改訂についてなど、執

行部から報告を受けた。

１０ その他必要な事項

な し

１１ 担当書記

議事課委員会班 副主幹 大久保博子

政策調査課調査広報班 副主幹 三重野大



文教警察委員会次第

日時：平成２８年３月１８日（金）１１：００～

場所：第２委員会室

１ 開 会

２ 警察本部関係 １１：００～１２：００

（１）付託案件の審査

第 １号議案 平成２８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

第 ４６号議案 権利の放棄について

第 ４７号議案 大分県地方警察職員定数条例の一部改正について

（２）その他

３ 参考人からの意見聴取 １３：００～１３：４０

大分大学教職大学院設置に伴う教育委員会との連携について

参考人 大分大学 副学長 望月 聡 氏

大分大学教育福祉科学部 学部長 柳井 智彦 氏

大分大学教育福祉科学部 副学部長 伊藤 安浩 氏

４ 教育委員会関係 １３：４０～１６：４０

（１）合い議案件の審査

第 １９号議案 地方公務員法の一部改正に伴う関係条例の整備について

第 ２０号議案 大分県職員定数条例の一部改正について

第 ２２号議案 大分県使用料及び手数料条例の一部改正について

第 ３５号議案 大分県いじめ問題調査委員会条例の制定について

（２）付託案件の審査

第 １号議案 平成２８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

第 ４３号議案 大分県長期教育計画の策定について

第 ４４号議案 学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備

について

第 ４５号議案 平成２８年度における県立スポーツ施設建設事業に要する経費の

市町村負担について

第 １号報告 訴えの提起について

継続請願 １０ 国の責任で３５人学級の推進を求める意見書の提出について

継続請願 １１ 大分県独自で少人数学級の拡充を求めることについて



（３）付託外案件の審査

陳 情２－２ 軽度外傷性脳損傷・脳しんとうの周知と予防、その危険性や予後

の相談の出来る窓口などの設置を求めることについて

（４）諸般の報告

①大分県公立学校教職員の人材育成方針の改訂について

②県立学校における政治的教養の教育に関する指針について

③大分県スポーツ推進計画の改訂について

④埋蔵文化財センター移転事業の進捗状況等について

（５）その他

５ 協議事項 １６：４０～１６：５０

（１）その他

６ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

衞藤委員長 ただいまから、文教警察委員会を開きます。

審査の都合上、予算特別委員会の分科会もあわせて行いますのでご了承願います。

本日は都合により、麻生委員は午後から出席します。

また、委員外議員として、木田議員が出席されています。

本日審査いただく案件は、今回付託を受けました議案６件、合い議４件、報告１件及び

前回継続審査となりました請願２件であります。

この際、案件全部を一括議題とし、これより警察本部関係の審査に入ります。

初めに、第１号議案平成２８年度大分県一般会計予算のうち、本委員会関係部分につい

て執行部の説明を求めます。

加門警務部長 第１号議案平成２８年度大分県一般会計予算のうち、警察本部関係につい

てご説明いたします。

お手元の平成２８年２月大分県議会定例会議案の１３ページをお開きください。

第９款警察費の総額は２６３億７，０３１万９千円でございます。

先般の予算特別委員会で、おおいた地方創生推進枠事業や新規事業等につきましては本

部長からご説明いたしましたので、本日はそれ以外の事業についてご説明いたします。

それでは、別冊の平成２８年度予算に関する説明書４１７ページをお開きください。

目ごとにご説明いたします。

まず、第１項警察管理費の第１目公安委員会費８１８万５千円は、中ほどの事業名欄、

上段の委員報酬６７８万円とその下の公安委員会運営費１４０万５千円でございます。

第２目警察本部費は２２３億８，３１６万５千円でございます。

４１８ページをお開きください。

中ほどの事業名欄、上から２番目の警察運営費１４億７，２２３万９千円のうち補助事

業は、右側の説明欄に列挙されているとおりでございます。

交通安全活動推進事業費補助１８４万円は公益財団法人大分県交通安全協会に対し、防

犯活動推進事業費補助２２４万円は公益財団法人大分県防犯協会に対し、山岳遭難対策事

業費補助４４万円は大分県山岳遭難対策協議会に対し、交通事故防止対策事業費補助１６

７万円は自動車安全運転センターに対し、それぞれの団体が実施する事業への補助金とし

て交付するものでございます。

１番下、警察職員貸与被服調整費１億２，５１３万９千円は警察官の制服等の調整経費

でございます。

４１９ページをごらんください。

説明欄、警察運営諸費１０億９，０３９万６千円は職員の健康管理経費、庁舎の光熱水

費等の経常的な経費でございます。

次に、第３目装備費３億４，７１６万６千円は全額、事業名、警察装備費でございます。

右側の説明欄に記載のヘリコプター資機材等整備事業費９，２６０万８千円は、ヘリコ

プターの運行時間が２，４００時間に到達することによる特別点検等の経費でございます。
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以下、車両等の維持修繕費、燃料費及び装備備品の購入費などでございます。

４２０ページをお開きください。

第４目警察施設費は１７億４，５５７万８千円でございます。

事業名欄、上から３番目の交番・駐在所建設費９，０８１万１千円は、老朽化が著しい

杵築日出署の豊岡駐在所、宇佐署の宇佐駐在所及び中津署の山口駐在所の建てかえを行う

ものでございます。

その下、警察施設改修費３，２３６万１千円は警察施設等のうち、経年劣化が著しい施

設について改修等を行うものでございます。

４２１ページをごらんください。

事業名欄、上から２番目の交通安全施設維持管理費３億７，６９４万６千円は、信号機

等の電気料、回線専用料及び保守管理委託料等の交通安全施設の維持管理経費でございま

す。

その下、警察庁舎等維持修繕費３，６２１万７千円は警察署、交番、駐在所等の維持修

繕に要する経費でございます。

第５目運転免許費７億１，５９１万１千円は全額、事業名、自動車運転免許事務費でご

ざいます。

説明欄、上から３番目の自動車運転免許関係機器更新整備費７８７万３千円は、二輪シ

ミュレーターを購入する経費でございます。

以下、更新時講習業務及び処分者講習業務の委託料と運転免許センターの維持管理に要

する諸費でございます。

４２２ページをお開きください。

第６目恩給及退職年金費６，１９５万８千円は全額、事業名、警察恩給費で、昭和３７

年１１月以前に退職した警察職員及びその遺族、合計６４人に対して支給するものでござ

います。

４２３ページをごらんください。

第２項警察活動費１１億８３５万６千円は全額、第１目警察活動費でございます。

事業名欄、上から２番目の一般警察活動費は４億７，０９７万１千円でございます。

説明欄、上から５番目の地域防犯力強化育成事業費２，００６万３千円は、各地区の教

育事務所や学校等との緊密な連携のもと、少年非行やいじめ防止等の対策を強化するため、

スクールサポーター８名を県内８ブロックの拠点警察署に継続配置するものでございます。

その下、空き交番・県民安全相談対策事業費６，２９１万６千円は、空き交番の解消と

パトロールの強化等を図るため、交番相談員２０名を、また、警察安全相談への適切な対

応を図るため、大分中央警察署等に警察安全相談員８名を、それぞれ継続配置するもので

ございます。

その下、装備資器材等充実強化費８，７２６万円は、捜査用資器材等の整備に要する経

費でございます。

その下、被害者支援事業費７２２万９千円は、公益社団法人大分被害者支援センターに

相談・支援事業及び講演会等の開催事業を委託するものでございます。

４２４ページをお開きください。

説明欄、電話専用料等通信運搬費、旅費、留置人賄料等は、それぞれ一般警察活動に要
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する経常的な経費でございます。

次に、事業名、刑事警察費は２億５，３９４万３千円でございます。

説明欄に記載の捜査支援システム整備事業費６，０９７万７千円は、通過する自動車の

ナンバーを自動的に読み取り、手配車両のナンバーと照合する自動車ナンバー自動読取シ

ステムの機器リース料、回線料、電気料等の維持管理経費でございます

その下、少年非行防止活動推進事業費７３８万４千円は、少年補導員への謝金やシンナ

ー検知器の購入費等、青少年の非行防止活動に要する経費でございます。

以下、報償費、捜査、防犯、鑑識等旅費等につきましては、刑事警察活動に要する経常

的な経費でございます。

次に、事業名、交通指導取締費は３億６，４９３万９千円でございます。

４２５ページをごらんください。

説明欄、１１０番通信指令システム管理事業費１億３，１５７万７千円は、１１０番通

信指令システムのリース料でございます。

その２つ下、交通事故抑止強化対策推進費６８７万１千円は、交通事故防止に向けた啓

発活動用の反射材の購入費や若年運転者に対する体験型講習の開催経費等でございます。

その下、自動車保管場所申請ワンストップサービス推進事業費８７４万５千円は、自動

車の登録に際し必要な保管場所証明の申請、自動車税の申告・納付、運輸支局での登録な

ど一連の手続をインターネット上で行うワンストップサービスのシステム、通称ＯＳＳ構

築費用の負担金でございます。

その下、違法駐車対策推進事業費３，９７０万円は、放置駐車違反管理システム機器等

の借り上げ及び放置駐車違反車両の確認と確認標章の取りつけに関する事務の委託等に要

する経費でございます。

以下、報償費、旅費等につきましては、交通警察活動等に要する経常的な経費でござい

ます。

以上で説明を終わります。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。

衞藤委員長 以上で、説明は終わりました。ご質疑はありませんか。

原田委員 大体のことは、この前の予算特別委員会で質問したのでわかったんですが、ち

ょっと聞きたいんですけど、４２３ページの空き交番の対策です。以前県外で道に迷った

ときに交番に行ったら、誰もいなくて、入り口のところに電話がついていまして、ここか

ら署のほうに連絡できますというのがあったんですけど、県内ではそういったように、空

き交番になるときに、職員の方いらっしゃらないときに連絡する仕組みなんていうのはあ

るんでしょうか。

汐見生活安全部長 交番、駐在所は、本署のほうに転送のシステムがありまして、本署と

やりとりができます。その場合は本署のほうから捜査、対処という形を全てとっておりま

す。

原田委員 では、交番、駐在所に職員がいないときには、そういうふうに連絡できるシス

テムというのは全てにあるんでしょうか。（「はい」と言う者あり）そうですか、よくわ

かりました。

二ノ宮委員 以前、質問したんですけど、本部長もかわられたようで。今の交番の関係と
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同じようなことなんだけど、駐在所のことでちょっとお聞きをします。

今、県下で駐在所の数が減って、こういうぐあいに地域に元気がなくなって、消防団と

駐在所の警察官、そういう人たちが大変だというようなことを地域ではよく聞きます。今

どちらかというと警察の目が、中央といいますか、大分市とか、そういうところの防犯と

かに力を入れているような感じるんですけど、やはりもう少し地域の駐在所の警察官の人

たちに日が当たるといいますか、力を入れてもらいたいと思っています。例えば、地域の

中でいろんな新聞を出したりとか、それからいろんな活動をしている人たちがいると思う

んですけど、そういう人たちに日を当てて、頑張れよというふうな体制をぜひとっていた

だきたいというふうに思っています。

私、以前市役所に勤めていたんですけど、市役所は若いときに必ず税務課に配置をする

ようにしています。というのは、一般の人から見たときに、役場の職員というのは税務と

か、そういうことに詳しいんだという先入観があって、役場の人に聞けば税のことがわか

るというふうなことで、若いうちに税務課に行って、そして、そういう知識を身につけさ

せると……。警察の中のことはよくわからないんですけど、若いうちにできるだけ駐在所

とか交番に配置をして、地域の人たちと一緒に地域をつくるというふうな活動もぜひ……。

今から警察官に大切なことになるんじゃないかというように思っています。それで、数と、

それからできたら駐在所に対する考え方があればお聞きをしたいと思います。

汐見生活安全部長 まず、数でございます。１１１駐在所、３２交番が県下に配置されて

おります。今、委員も言われましたように、若手の警察官、卒業配置して警察署に行きま

すと、初めにやっぱり駐在所というのはなかなか無理がありまして、駐在所はいろんな形

で全てを１人でやらないといけません。交番の勤務員として一般の方々との公衆接遇、そ

して初期的な事件対応を覚えて、それから専務係、そしてまた専務でいろんな経験を覚え

て駐在所のほうに配置という形が普通の警察官の配置基準となっております。

二ノ宮委員 駐在所の警察官とかに光を当てるというとおかしいんですけど、せっかくい

ろんな地域で活動している――本当にもう老人会とかいろんなことで引っ張りだこで、話

を聞いてみると、やはりさっきの問題とかいろんなことをうまいぐあいに話をして、そし

て、本当に地域に根づいている駐在所のお巡りさんがいると思うんです。そういう人たち

にぜひ光を当てていただいて、そして駐在所は警察の大切なポジションだというような考

えでやっていただきたいと思っています。

以上です。

土居副委員長 警察本部の職員の中で、心の病を患って休んでいる方、何名いらっしゃる

のか、わかりましたら。心の病に限らずでも結構です。

松坂警察本部長 手元の数字でございますが、ことしの１月３１日現在、今委員ご指摘の

メンタルヘルスの不調で療養している職員は、長期休業が１０名、そして勤務の一部を制

限しているのが２１名、計３１名でございます。

それから、生活習慣病等により療養している職員でありますが、長期休業が２名、勤務

の一部制限が１２名の計１４名でございます。その結果、病気療養中という職員は、警察

全体で合計４５名でございます。

土居副委員長 実際どのような働き方をされているのか、私自身中に入っていないのでわ

からないんですけれども、やはりこれまでの警察の文化の中で育まれた働き方があって、
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片方でやはりきちっと休みもとってという、今の時代の働き方があると思うんです。その

辺で警察官の激務、これを軽減するためにどんな取り組みをしているのか、また来年どん

なことに注意をしながら皆さん方が働こうとされているのか。特に心の病を患う皆さんが

なるべく出ないようにする、もしくは出たらすぐにケアできる体制、どんなぐあいに考え

ているのかお伺いしたいと思います。

加門警務部長 予防対策・早期発見及び早期治療及び早期復帰支援を盛り込みましたメン

タルヘルスサポートプランというものを平成２４年の４月１日から取り組んでいるところ

でございます。また、先ほどの休暇というふうな観点でございますが、さまざまな計画に

入れているんですが、３月に策定いたしました大分県女性職員活躍推進行動計画というふ

うなものにおきましても、目標日数を掲げております。年次有給休暇平均取得日数なんで

すが、８．５日というものが平成２６年の実績でございます。これを平成３２年には１０

日にするというふうなことで取り組んでおるところでございます。

土居副委員長 いずれにしましても大変激務でございますので、その辺しっかり留意をし

ながら引き続き頑張っていただきたいなと思います。よろしくお願いします。

原田委員 今、本部長のほうから勤務の一部制限という言い方をされましたけど、これ具

体的にどういった形でされるのか、ちょっとお教えいただければと思います。

松坂警察本部長 病状によって違いますが、例えば、当直ができない、当直の制限であり

ますとか、あるいは超過勤務の制限とか、こういった形が主なものかと思います。

衞藤委員長 皆さんの意見に関連がありますけど、ことしもだいぶん定年退職者もおるし、

そういった病気の方もおるし、現実一線で動ける警察官が少ないんじゃないかなというふ

うに私は前から感じておるんですけど、来年度はどのくらい警察官をふやす予定があるの

か、わかれば。

加門警務部長 来年度の増員でございますが、合計１０名の増員を計画しております。

衞藤委員長 それで足りるんですか、１０名で。もうしようがないから、この次はもっと

ふやすようによろしくお願いしておきます。要望です。

ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、これで質疑を終わります。

なお、採決は教育委員会関係の審査の際に一括して行います。

次に、第４６号議案権利の放棄について執行部の説明を求めます。

木村会計課長 平成２８年２月大分県議会定例会議案の２８４ページをお開きください。

第４６号議案権利の放棄についてご説明いたします。

放棄する債権は、債務者が平成１８年２月に単独で電柱に衝突する交通事故を起こし、

県有財産であるビデオデッキ及びそれを収納するケースを損傷したことによる損害賠償金

等１５万９，８７８円のうち未収となっている１４万４，８７８円です。

損害賠償金の支払いを請求いたしましたが、債務者が一括払いが出来なかったため、賠

償元金１５万１５０円と遅延利息９，７２８円の合計１５万９，８７８円を平成２０年４

月から５４回払いで分納することとしました。

債務者は、平成２０年４月から８月までの５回合計１万５千円を支払いましたが、平成

２０年９月２２日に死亡したため残額１４万４，８７８円が未収となりました。
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相続人について調査した結果、実子が１名あり、同人は既に死亡しているものの配偶者

があることが判明、債務は配偶者に相続されることから、その住民票上の住所地に支払い

を求める文書を送付しましたが、その都度、受取人不在を理由として返送されてきました。

そこで、昨年１１月に大阪市内の住民票上の住所地に職員を派遣して調査いたしました

が、同所への居住事実の確認には至りませんでした。

以上のように、債務者が死亡し、その相続人である実子が死亡していること、そして、

実子の配偶者で債務の相続人の所在が確認できないことから、当該債権の回収は事実上不

可能と判断し、債権の放棄についての議決を受け不納欠損処分とするものです。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 別にご質疑等もないので、これより採決いたします。

本案については、原案のとおり可決すべきものと決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、本案については原案のとおり可決すべきものと決定いた

しました。

次に、第４７号議案大分県地方警察職員定数条例の一部改正について執行部の説明を求

めます。

穴井警務課長 第４７号議案大分県地方警察職員定数条例の一部改正についてご説明申し

上げます。

お手元に配付しておりますＡ４縦の資料、大分県地方警察職員定数条例の一部改正につ

いてをごらんください。

なお、議案書では２８５ページになります。

今回改正する大分県地方警察職員定数条例には、警察法に基づき本県の警察職員の定数

等が規定されております。

なお、警察官の定数は警察法施行令に示されておりまして、都道府県ごとの定員の基準

と階級別定員の基準に基づいて規定されております。

資料中ほどの条例改正の理由をごらんください。

今回の改正理由は２点ございまして、１点目は①のとおり平成２８年度地方警察官の増

員であります。

３月２日開催の文教警察委員会においてご説明申し上げましたとおり、平成２８年度、

当県は人身安全関連事案対策の強化等のため、合計１０人の警察官の増員配分の内示を受

けたところです。

これに伴いまして、さらにその下の条例改正の内容の①の表のとおり、警察官の定数を

改正いたします。

具体的には、警部補及び巡査部長が６人ふえて１，１８４人、巡査が４人ふえて６２０

人となり、警察官全体では、これまで２，０７３人であったのが１０人ふえて２，０８３

人となります。

なお、増員の階級別の配分数については、警察法施行令に規定する階級別定員の基準に

よる計算結果であります。



- 7 -

次に、改正の２点目についてご説明申し上げます。

資料中ほどに戻りまして、条例改正の理由の②をごらんください。

改正の２点目は、警察官以外の職員に係る育児休業中の定数外措置であります。

現行の条例では、警察官に限定して育児休業中の職員を定数外とする旨規定されており

ますが、働きやすい職場環境等を実現するため、警察官以外の職員についても育児休業中

は定数外とするものです。

これに伴いまして、資料の下から４行目、条例改正の内容の②のとおり、育児休業中の

職員を定数外とする規定中の警察官に限るとしている括弧書きを削除するものであります。

これに関連してですが、その上の①の表の警察官以外の職員の欄をごらんください。

表の下から２段目であります。

警察官以外の職員の定数は、これまで３５４人であったのを９人削減して３４５人とし

ています。これは、育児休業中の職員を定数外とするかわり、人件費の見合い分として、

定数の削減を行うものであります。

この主旨及びマイナス９という数字についてご説明しますと、今回同様に育児休業定数

外を導入する知事部局は、同じく人件費見合い分として、過去５年間の４月１日時点にお

ける育児休業を取得していた職員の最小数を定数から減じる方針としておりまして、県警

におきましても、同様の考えのもと、平成２６年４月１日時点における育児休業取得職員

数の９を減じることとしたものです。

最後に、この改正条例は平成２８年４月１日施行を考えております。

説明は以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 別にご質疑等もないので、これより採決いたします。

本案については、原案のとおり可決すべきものと決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、本案については原案のとおり可決すべきものと決定いた

しました。

以上で、付託案件の審査を終わります。

この際、何かありませんか。

原田委員 これは県警の方に聞けばよいのか、土木の方に聞けばいいかわからないんです

けど、昨日山陽高速道でトンネル事故がありました。県内でも高速道路には、大分からい

うと別府に行くときに長いトンネル、また臼杵に行くときにもあります。煙で亡くなられ

た方が多いみたいなんですけど、ああいった事故の、何か仕組みはできているのかどうか

というのをちょっと聞かれたものですから、わかる範囲で結構です。県警での部分だけで

結構です。

中島交通部長 施設的には、あるところとないところがあります。長いところは基本的に

排煙の装置をつけて回すようにしております。また、警察としては、やっぱりこういう事

故があったときにどういう対応をするのかということが１番大切なところと思いますので、

それにつきましては、マニュアルをつくったり、もしくは訓練をして早期に配備できるよ
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うにしていきたいと。それから、昨年尺間のトンネルで事故があったわけですけれども、

ああいう片側１車線のトンネルもありますので、そういった改善等につきましても、昨年

検討し、警察署と連携して配備ができるように考えて対応しております。

土居副委員長 昼からも私たち文教警察委員会を開くんですけれども、この間、宇佐市の

中学校の先生でしたっけ、飲酒で捕まっていました。たしか１１時ぐらいまで飲んでいて

ホテルで休んで、９時過ぎぐらいにということで、どれぐらい９時過ぎの段階で残ってい

たのか。また、その詳細について伺いたいと思います。

中島交通部長 個別案件についてはお答えできませんけれども、やっぱり二日酔いで残る

方、残らない方、これは健康状態でも全く違いますし、飲んだ量によっても違います。で

すから、一概に８時間たったから大丈夫とか、そういう言い方はなかなかできない。です

から、また本人の自覚とか、やっぱり周りの人に見てもらうとか、においを嗅いでもらう

とか、そういう対応を運転される場合は特に必要かなというふうに思います。

衞藤委員長 松坂本部長と加門警務部長に。ほかの方にはしょっちゅう言っていますので

ね。さっき二ノ宮委員から話がありましたけど、私は駐在所を減らしたのに非常に文句言

ってるんです。駐在所というのは、やっぱり地元に根づいたいろんな警察の仕事のＰＲも

できますし、学校に行けば卒業式、入学式には出席したり、また老人クラブもやっぱり来

賓で呼んだり、結構駐在所におる方は来ますけど、もう小学校のところに駐在所がなくな

ってきましたのでね、だからもう来れないですわな。そういったことで私は非常に皆さん

の治安の問題で心配をしておるんですよ。昔はやっぱり声かけがあったりしていました。

杵築のほうでもですね。今はあんまりないようになりましたけど。そういったことで、ぜ

ひできれば今後、駐在所をふやす方向で考えていただけんやろうかなと。こういう要望で

ございますが、本部長、駐在所に対する考えを。

松坂警察本部長 今、駐在所をできればふやしてほしいというご要望をいただきました。

委員長のお話のとおり、まさしく地域に根差した警察活動というのが警察にとって活動の

原点でもありますし、必要なものだとは思っております。また、地域の実情によっては、

駐在所よりも例えば、都市化が進んだところではむしろ２４時間体制の交番がいい、さま

ざまな声をいただくのもまた事実でございますし、それから警察力が限られた現状があり

ますので、必ずしも全てのご要望にお答えしていくことが直ちにはできないのも事実でご

ざいます。ただ、ご趣旨はまさしく私もそのとおりと思っておりますので、地域に根差し

た警察活動が県下全てのエリアにおいて、今後とも、その責任を果たしていけるように、

私ども地域の皆さんの声を聞きながら、適正な警察力の配置というものに努めてまいりた

いと考えています。

衞藤委員長 さっき話がありましたけど、駐在所があれば、駐在さんと言って声かけるん

ですよね。ところが、警察署に行くと入っても知らん人ばっかりで、ちょっと相談しにく

いなと。あんた何しに来たんかいみたいな話ですけど。オレオレ詐欺みたいな何か変な電

話が入ったと、交番に、杵築なんですけど、行ったって閉まっていると。電話があるから

ということなんですけど、なかなか人間関係そんなものじゃないと思うんです。やっぱり

駐在さんがおって、駐在さんこうあるが、どげえかなというふうに気軽に相談できる体制

がですね……。それで駐在所というのは世界でも日本しかないと聞きましたけど、何かこ

のごろちょっと東南アジアでも駐在所ができ始めたところもあるらしいけど、そういった
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気軽に相談ができる場所、これが必要だと思いますので、ぜひいろいろ難しい問題がある

でしょうけど、要望としてお願いしておきます。

以上です。

ほかにないようですので、ここで一言私からお礼を申し上げます。

〔委員長挨拶〕

〔松坂警察本部長挨拶〕

衞藤委員長 それでは、ご勇退される皆さんから一言お願いします。

〔退職者挨拶〕

衞藤委員長 これをもちまして警察本部関係の審査を終わります。

執行部はご苦労さまでした。

ここで休憩いたします。

再開は、午後１時からといたします。

１１時４３分休憩

１３時０１分再開

衞藤委員長 それでは、委員会を再開いたします。

本日は、委員外議員として木田議員、桑原議員が出席されています。

大分大学教職大学院設置に伴う教育委員会との連携についてご意見を伺うため、本委員

会に参考人として、大分大学副学長望月聡氏、教育福祉科学部学部長柳井智彦氏、副学部

長伊藤安浩氏に出席いただいております。

まず、私からご挨拶を申し上げます。

〔委員長挨拶〕

衞藤委員長 それでは、委員、委員外議員の皆さんの自己紹介をお願いします。

〔委員、委員外議員自己紹介〕

衞藤委員長 次に、大分大学の皆様の自己紹介をお願いいたします。

〔参考人自己紹介〕

衞藤委員長 まず、参考人からご説明をいただきます。

それでは、望月副学長お願いいたします。

望月参考人 まず私のほうからは、大分大学の概要についてご説明を少しさせていただき

まして、その後、柳井学部長と副学部長のほうから詳しくご説明をさせていただきます。

大分大学は、４つの学部と５つの大学院を持つ総合大学でございます。ただいま国立大

学というのは、平成２５年に国立大学改革プランというものが出されまして、大分大学は

地域活性化の中核的拠点大学としての位置づけがなされております。各学部・研究科にお

きまして、それぞれ地域貢献を主としたような活動を行っているところでございます。そ

の中で、教員養成につきましては、今私ども教育福祉科学部のほうで行っております。そ

れで、大学院につきましては、平成４年度に教育学研究科を設置いたしまして現在に至っ

ておるところでございます。

それで、きょうの本題の教職大学院についてのことなんですけれども、これは平成２４

年の中央教育審議会の答申のあたりから、修士レベルでの高度専門職業人として位置づけ

るということで、その教職大学院の設置を推薦するという方針が打ち出されました。そし

て、平成２５年の１２月にそれぞれの国立大学におきまして、ミッションの再定義という
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ものが行われました。私ども大分大学の教員養成分野におきましては、大分県教育委員会

との連携共同を進め、平成２８年度以降の第３期中期目標期間中に教職大学院を設置する

と、こういうミッションが決まりました。それに伴いまして、平成２５年から私どもと、

それから大分県教育委員会との間でどのような形にするかといったような意見交換を行い

まして、そして平成２７年の３月に文部科学省に教職大学院の設置を申請し、それが認可

されまして、本年４月からの開設というふうに至ったと、こういう状況になっております。

といったようなことで、先ほど委員長からお話がございましたように、本年の４月から

新しい学生を受け入れて教職大学院をスタートさせるということになったと、こういう状

況でございます。以上がこれまでの大分大学を取り巻く状況についてのご説明でございま

す。

それでは、続きまして、柳井学部長のほうから教職大学院のことについてご説明をさせ

ていただきます。

柳井参考人 私のほうからは、これまである教育系の大学院と、それから教職大学院とど

こが違うのか、これについて申し上げたいと思います。プリントにはないことも含みます。

大きな違いは４点ございます。１点目は学ぶ内容が違う、２番目は教える人が違う、３番

目は学ぶ場所が違う、それから４番目は支える組織が違う、この４点について少し詳しく

言います。

まず、学ぶ内容ですけれども、学ぶ内容は現代の教育課題、あるいは地域の教育課題、

これに縛られます。実践と理論、これのつながりがこれまで曖昧だったんですが、それを

よりしっかりと意識化して、実践に役立つような内容となっております。

２番目の教える人ですが、教職大学院の場合、４割は実務家教員が入ります。すなわち

現場を知る人が４割入ります。その４割の実務家が研究者教員とチームティーチング、ペ

アになって教えます。これは今までにない形です。

３番目の学ぶ場所ですけれども、これは大学の教室だけではなくて、院生も、それから

大学の教員も教育の現場に出て、その中で学習していく、この部分がとても多くあります。

４番目ですけれども、支えている組織ということですが、デマンドサイド、すなわち学

校や教育委員会、ここと教職大学院が相談、連携いたしまして進めます。前述べた３つ全

て、内容だとか人だとか場所、これらについてもデマンドサイドと教職大学院が話し合っ

て、強く連携して進めます。この４つの違いがこれまでにある大学院と異なるところです。

以上です。

望月参考人 それでは、大分大学の特色等はどういうものか、これについて伊藤副学部長

から説明します。

伊藤参考人 ご説明します。このカラーのパンフレットを開いていただいて、右上にあり

ますのが、本学の教職大学院のカリキュラム体系ということになります。緑色で書かれて

いる学校経営コース、これは近い将来の管理職候補を養成をするコースです。教職教員が

在学するコースということになります。右側の紫色、教職実践コース、これは主に学部を

卒業したばかりの学生を想定しておりますが、比較的若手の現職教員を受け入れることも

想定しております。この２コースを設定いたしますが、その下に黄色で書かれている、こ

れが共通科目分ということになります。

このようなカリキュラム体系で教育をしていくわけですけれども、特色としては大きく
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３つあります。左上のピンクの部分ごらんください。ピンクの中の２つ目です。共通科目

等において、これはこの黄色の部分になるわけですけれども、現職教員と新卒学生がとも

に学ぶことになります。そして、それを研究者教員と実務家教員が共同的に支援、指導す

るという形をとります。現職の先生方と学部を卒業したばかりの学生がいるということに

は、双方にとってメリットがあります。学部を卒業したばかりの学生にとっては、現職の

先生の１つ１つの言葉、考え方、それに触れるということが非常に大きな教育になります。

そして逆に現職の先生にとっても、今の若い学生の実態に触れるということは、将来管理

職を目指すに当たって、これも非常に大きな、かつて自分たちの常識であったことが、も

しかしたら今は常識でないかもしれない。あるいは逆に今の若者らしいいい感性に触れる

ということもあるかもしれません。そのような相乗効果を期待して、現職教員と新卒学生

がチームを組む。そしてそれを先ほど学部長が申し上げましたように、研究者の教員と実

務家、小・中学校等で実際に教えていた、そういう経験を持つ実務家教員が共同的に支援、

指導する体制をつくります。

そして、２つ目ですが、これが３と書かれていることですけれども、従来の大学院では

実習というものは全くありませんでした。しかし、教職大学院では、２年間で５０日に及

ぶ学校現場での実地研究を行います。それをただ経験しっ放しにするのではなくて、精察

科目、自分の実地研究での経験を振り返る科目を設定しております。ですので、経験と理

論の往還によって、高度の実践的指導力を育成するというのが２つ目の特色になります。

３つ目は、これはピンクの四角の中の４番目に書かれていることですけれども、在学中

も終了後も授業カンファレンス、これは授業研究ですね。それからケースカンファレンス、

生徒指導等に関する協議ということになりますけれども、こういったものに参加する機会

を保証し、生涯にわたって学び続ける教員を養成、支援する仕組みをつくっていこうと考

えております。

そして、右の下をごらんください。学校における実習の体系です。学校経営コースと教

職実践コースでどのような実地研究を行うのかを下から積み上げる形で書いてございます。

１番下が１年次前期の実地研究１、その上が１年次後期の実地研究２、１番上が２年次の

前期・後期で行われる実地研究３ということになります。この実地研究は、附属学校と連

携協力校、この左に書いてありますように、連携協力校全部で１３校ありますけれども、

大分市、別府市、日出町、この２市１町の公立学校、県立学校にご協力をいただいて実地

研究を行うことになります。この実地研究も附属学校や連携協力校にお任せという形では

なくて、必ず大学院の専任教員が巡回指導に参ります。そこで同じ事実を見聞きして、経

験して、それを大学での精察につなげるという、こういう仕組みを整えております。

そして、最後に現状での教職大学院へ進学するインセンティブについてお話しします。

まず１つございますのは、これは県のほうの仕組みなんですけれども、現職教員で教職

大学院を修了した方については、管理職、教頭の採用資格保有者とみなすというインセン

ティブが１つございます。それから大学側としましては、これは開設後２年間ということ

になりますが、県派遣の現職教員に限り、１年時の授業料を半額免除するというふうにし

て定員を確保したいというふうに考えております。

それから３つ目に、これ従来からある仕組みなんですけれども、これは現役の学生に関

することです。現役学生で学部４年次、大学院１年次での教員採用選考試験の合格者は、
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採用時期を大学院修了まで延期していただけるという、このような仕組みもあります。こ

のような仕組みを活用して新卒学生にしても現職教員にしても、定員を確保して教育を行

ってまいりたいというふうに考えております。

私からは以上です。

衞藤委員長 続きまして、教育委員会から説明をお願いします。

能見教育改革・企画課長 それでは、教育委員会からご説明をさせていただきます。

まず、私のほうからは、大学連携の枠組みについてご説明させていだたきたいと思いま

す。お手元の資料の１ページ、２ページをお開きください。

１ページの経緯にございますように、以前は大分大学との間で連携協力協定を締結して

おりましたが、平成２６年１月にはより発展的に県内の教員養成を行う７大学との間で新

たに連携協定を締結してございます。その写しがちょっと縮尺が見にくくて恐縮ですけれ

ども、２ページにおつけしているものでございます。

その目的、第１条をごらんいただきますと、県教育委員会と各大学が教育、教員の育成、

生涯学習、文化及びスポーツの各分野における諸問題について的確に対応し、もって地域

における教育力の向上及び教育の発展を図るため、連携協力することを目的とするという

ふうにしているところでございます。

この枠組みに基づきまして、１ページの現在の取り組み状況のところにございますよう

に、協定締結後、年１回ではありますが、教員養成等について協議する連絡協議会を開催

してきております。その中では、大分大学の教職大学院の設置に係る案件につきましても

ご協議をさせていただいているところでございます。

今後の取り組みとしましては、引き続き連絡協議会の開催により意見交換等を実施しま

すとともに、大分大学教職大学院の学校経営コースに現職教員６名を派遣し、マネジメン

ト能力にすぐれた管理職の養成を図っていきたいと考えております。

また、３ページをお開きください。３ページの資料は、昨年１２月に国の中教審が出し

た答申の概要資料でございます。ちょっと見づらくて恐縮ですけれども、背景、主な課題、

具体的方策とございます。主な課題の下、中ほどに全般的事項とあって、１つ目の丸にご

ざいますように、大学等と教育委員会の連携のための具体的な制度的枠組みが必要という

課題認識が示されておりまして、具体的方策としては大きく２つございます。１つには、

養成採用研修を通じた方策、教員は学校で育つとの考えのもと、教員の学びを支援すると

いうことと、もう１つが下のほうにございますが、学び続ける、教員を支えるキャリアシ

ステムの構築のための体制整備とありまして、その２つ目のほうの１つ目のポツにありま

すように、教育委員会と大学等との協議調整のための体制、教員育成協議会の構築とござ

います。この答申を踏まえて、国のほうでも法改正等により制度設計をしていくというふ

うに聞いておりますので、こういった動向も見据えながら、この県内７大学との間の連絡

協議会をどう発展的なものにしていくか検討していきたいと思っております。

なお、この後、ご審議をいただきます教育長計においても、管理職等の養成や教員免許

取得更新等における県内大学との連携強化という取り組みを盛り込んでおるところでござ

います。

私のほうからは、以上でございます。

藤本教育人事課長 それでは、私のほうから教職員の人材育成について、Ａ３の資料４ペ
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ージになりますが、こちらでご説明をいたします。

４ページの左側については、後ほど報告の中で説明をさせていただきますが、大分県公

立学校教職員の人材育成方針の改訂についての資料であります。右側のほうは人材育成方

針本体の中から人材の育成、教職大学院に関するものを抜粋したものでございます。

左の資料をごらんください。こちらの中ほどに人材育成に係る主な施策というところで

大きく４点記載をしております。そのうちの２人材の育成の（３）教職員研修の充実の中

で、今回の改定に当たって新たな取り組みとして、教職大学院を活用した学校マネジメン

ト能力に優れた管理職の養成というものを追加したところでございます。具体的な記述に

つきましては、右側の抜粋のほうの２人材の育成、（３）教職員研修の充実の中の点線で

囲っております具体的な取組の⑩教職大学院の活用を記載しているところでございます。

１点目は、教職大学院の履修者として、有能かつ改革意欲に富む現役中堅教員を派遣し、

県内にマネジメント能力に優れた管理職の輩出を図ることとしております。具体的には、

平成２８年度は６名の中堅教員を派遣し、将来の管理職としての人材育成に取り組みたい

と考えており、派遣に要する経費を当初予算に計上しているところであります。

２点目としましては、大分大学教職大学院での指導に当たる実務家教員として、経験豊

富で有能な教職員を派遣することとしているところでございます。

今後も大分大学と連携してマネジメント能力に秀でた教職員を育成し、教職大学院を有

効に活用していきたいと考えております。

以上でございます。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

麻生委員 先生方、きょうは本当にありがとうございます。参考人という名前の呼び方で、

国会なんかでイメージがちょっとよろしくないかということで、ちょっと誤解をまず先に

解ければなと思います。県議会のほうも議会活性化の流れのある中で、常任委員会の中で

現場のいろんな課題等に最も詳しい方々をお招きしてお話を伺って、関係部局とも十分協

議をして改善をしていきたいと。そういう流れの中で、講師としてお招きをしたり、そう

いう形であるんですが、常任委員会の活性化の場合には、こういう形で呼び方が参考人と

なっているものですから、ちょっと誤解を受けたんじゃないかなと思っております。そこ

はご寛容をいただいて、制度上の呼び方だという形でお許しをいただければと思います。

私ども大分県としては、子育て満足度日本一とか、そういうのを掲げる中で、学力であ

るとか体力の伸び代をどれだけ伸ばせるかとか、ＵＩＪターンとかいう動きの中で、やっ

ぱり大分に来て教育面は心配要らないよというようなことを目指したいろんな取り組みを

していく中で、この大分県の教育、こういった部分について、どのように情報共有して課

題があって、伸び代をどうすれば伸ばすことができるかという思いで、先生方にご指導賜

ればというお願いをきょうさせていただいた次第であります。それに、その前に私ども全

員じゃないんですけれども、何人かで福井の教職大学院に直接お伺いして、指導教官にも

お話を伺ってまいりました。そして、福井県初め北陸のほうは、小学校、中学校とも学力

結果とか、もう例年ずっと日本の中でも上位を占めていると。どんなことをやっているん

だろうというようなことでとても関心がありまして、この教職大学院と同じようなことを、

十数年というか、もっと前から取り組みをしていらっしゃると。そういうお話も伺って、
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教職大学院に行く現場の中枢となるリーダーとなり得る先生方、指導教官をどのように育

てていくかということを物すごい力を入れていらっしゃって、大学院も現場に本当に出向

いていっているということを伺いまして、きょうこういう形でお願いをしたと。きょうこ

れをきっかけにして、後ろの県教委とか、あるいは各市町村教委とも情報共有をしていだ

たいて、ぜひ取り組んでいただきたい。そして、足りない部分を我々も応援団となって取

り組んでいければと、そういう思いできょう来ていただいたということをまずご理解いた

だいた上で質問であります。

その福井県に参りました際に、先ほど説明をいただきました４つの問題を含めて、やっ

ぱり現場サイドが求めているデマンドサイドの話もありましたけれども、どういった先生

方が求められているかというふうな、そういう視点でこれから取り組むというようなこと

でありました。福井県の場合は、とにかく大学院の先生方も現場に出向いて行っていると。

そして、その上でいろんなことを現場の校長とか管理職の方が調整しながら、かなりなレ

ベルのことが、もう蓄積があって進んでおられると。その背景に市町村教育委員会とか県

教委との連携が物すごくあるということでありました。先ほど説明をいただきましたこの

資料の中でも、連携協力校が記載をされておりますけれども、必ずしも大学院に行きたい

という、みずから学ぼうとされる先生、希望者というのは、この中に、この連携校にいる

というのはほとんどないと思うんですね、実態は。学びたい先生と実際に連携校とずれが

あるとか、そういった県教委とか市町村教委の人事の問題も当然出てくるでしょうし、希

望対象教員と人事の問題とか、あるいは県教委と市町村教委の人事を含めた連携とかマッ

チング、そういった部分をどうされるのかとかいう課題があるのかなと、そういった部分

についても伺いたいし、当然これには地域の協力も必要になってくるし、ＰＴＡとかそう

いった保護者のご理解も要るだろうと。そういった中で、福井県の場合は、実は毎年２人

の枠をロータリークラブが奨学金をつくって応援をしていると。ということは、外部資金

の導入とか外部の協力依頼というのを、大分大学としてどのような形で求めていくかとい

うのが非常にポイントになろうかと思うんですね。先日も石川理事に、「いや、やってい

るよ」という話を聞いたんですが、やっているんなら恐らく福井県と大分県下の小・中学

校の学力負けないんだろうという結果を残すんじゃないかなというような思いがあって、

ちょっとやりとりもしたんです。まさしくそういったことの結果も求められるような時代

になってこようかと思うので、先生方本当に大変だと思うんですけど、そういうことを含

めて現状がどうなっているのか。そしてまた、そういう現状の中で、足りない部分とか県

教委には少しこういった考え方を改めてほしいとか、あるいは市町村教委に対してこうい

った部分を連携を図ることができないかとか、予算的な問題がもしあれば、そういったこ

とも含めてざっくばらんに実態を含めてお教えいただければと思います。

柳井参考人 まず、連携協力校の位置づけとか役割、それと、その先生自体が、教職大学

院に来ている先生が勤めている現任校、このあたりのことにつきまして、伊藤先生のほう

から。

伊藤参考人 連携協力校は、基本的には実地研究を行う学校になっています。学部の学生

にとっては、学部時代は附属学校を中心になっていますので、学生自身も公立学校の多様

な実態に触れたいという希望を持っております。それから、現職の先生の場合は、実地研

究１と２では連携協力校に行くんですけれども、２年次の現場に戻っての学習は現任校で
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行います。学校経営コースであっても教職実践コースであっても、自分が本来勤務してい

る学校に戻って学習することになります。そこに教職大学院から専任教員が巡回指導に行

って、その様子を見ながら起こった出来事、あるいは授業ということもあるかもしれませ

んが、それをともに経験して、そのことについて議論を深めていくという形になります。

それは単に、現職の先生の個人的な学習として結果が出るわけではなくて、その先生が

勤務しておられる学校としての課題、その課題解決にもつながるような学習テーマの設定

をしたいというふうに考えているところです。

柳井参考人 つまり、連携協力校の教員の人が教職大学院に来るという意味ではないです。

望月参考人 先ほど説明をさせていただいた中に、現職教員で入学される方に対しまして

は、授業料を半額免除させていただくということを大学として今回取り入れたわけでござ

います。これは大分県教育委員会のほうでの管理職の試験の資格者とするという、そうい

うインセンティブをつけていただけるということで、大学も何らかのインセンティブをつ

けることが必要であるという考えに基づいて申請したものでございます。

委員おっしゃいますように、費用という、お金がかかるという面は、現職教員に限らず、

福井大学の場合はこれはストレートの学生に対する奨学金というふうに私は理解しており

ますが、学部卒で、現職の教員じゃなくて、卒業した学生がアルバイトする時間がないの

で、それで進学をちゅうちょするから、そのために奨学金を出すべきといったようなこと

と私は理解しておりますが、そういったようなものを非常に私重要だというふうに考えて

おります。そういう観点からいたしますと、大学ができるところというのはやはり奨学金

とか授業料免除というのが非常に経済的に困窮している学生を対象にすることが原則とい

う考え方でございますので、なかなかそういったような意識の高いからという理由だけで

大学が措置するということはなかなか難しい状況にございます。ですから、そういったよ

うな民間の力とかご援助をいただければ非常にありがたいとは思っているのですけれども、

今のところ大学としてそういったような形でお願いするといった箇所が少し弱いというこ

とを感じておりまして、これから課題として各方面とご相談をさせていただきながら、地

域の産業界にお役に立てるような教育研究を行うことによって、応援をしていただかなく

ちゃいけないなということを今回感じておるところでございます。

以上です。

麻生委員 福井県の場合、現任校、とっても大事にしていると。第１段階、第２段階、第

３段階というのがあるんだろうと思うんですが、恐らく福井県の場合もそういったことを

やってきた上で、現任校を中心に大学院の先生方のほうからむしろ出向いていって、校長

ともシラバスを含めていろんな、その段階から調整をしていらっしゃるというようなお話

も伺って来ました。我々全く専門外ですからよく詳しいことがわかりませんけれども、そ

ういった意味で現任校を中心にということになって、先生方の中でやっぱりモチベーショ

ン上がって学んでみたいんだと、自分からやりたいというような希望の先生がいらっしゃ

るような学校であれば、連携校、連携協力校の選定のあり方とかいった部分も問題になっ

てくるのかなと。そういった問題についても、ぜひ県教委とか、各市町村教委とどう連携

を図っていくかというような機会がなければ、またつくるような形を我々も求めていきた

いなとこのように思いましたので、そこの現任校という、福井の場合はそれをやっていた

というようなことをよく調べていただければ幸いではないかなというのが１点。それから、
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外部の協力という部分でいくと、県教委が認めたから奨学金例えば、返済免除を含めて、

そういった部分は内側だけでやってしまうとなかなか地域の理解を受けるって求められな

くなりかねませんから、ぜひともそういった部分は外に広げて、外からの厳しい声も含め

て入ってくるような形でやっていただければ幸いです。

以上、お願いであります。

土居副委員長 私も福井県に行ってきたんですけど、福井では学校を動かす中核の教員、

でも校長は大学院には送れないと、穴があくじゃないかとか、また大学院で学んできたこ

とがなかなか学校で生かされないとかいうことがあるので、学校拠点方式と言って、休職

せずに働きながら大学院で学んで、学校の抱える課題を明らかにして、その課題を持って

いって一緒に勉強して、また自分の学校に戻って同僚とかと話し合って、大学院の先生も

そこに来て教育を高めていこうという取り組みをしていました。

今回、休職せずにということなんですけど、今回の大分大学の取り組みはどのようにな

っているのか、ちょっとお伺いしたいと思います。

伊藤参考人 １年次はフルタイムで大学院で学ぶことになります。２年次は現任校に戻っ

て勤務しながら学習をすることになります。

土居副委員長 あらかじめ研究するテーマというのは、その学校で抱える課題ではなくて、

個々が持っている課題を大学院に持ち込んでということになるんでしょうか。

伊藤参考人 テーマの設定の仕方についても、従来はそうなりがちだったんです。個人的

な研究関心といいますか、それを大学院でやるということだったんですけれども、教職大

学院では現任校に戻ったときのことを考えたテーマ設定をするというふうに考えておりま

す。ですから、戻ったときの学校課題の解決につながるようなテーマ設定をします。実地

研究１とか２で、特に２で行くのは現任校と同じ校種の別の学校に行くわけです。ですか

ら、校種は同じなんだけれども、少し違う環境の中でその問題がどういうふうになってい

るのか、そういうふうに視野を広げて現任校に戻って、現任校の課題解決につながるよう

な学習を展開するというのが教職大学院の実地研究ということになります。

久原委員 私は今初めてこういうふうな大学院ができるというのを、ここの中で議論した

かどうか俺覚えとらんのやけど、初めて聞くんやけど。これは県の教育委員会に聞くけど、

将来的に現職の教職員を派遣するというのを今言いよったよな。何のために派遣するのか。

それじゃなくて、ここの大学院というのは、今大学生の中でよし、もうちょっと学んでみ

ろう、大学院に行ってみろうという人を採用して……それはいいわけなんじゃ。ここに行

っていない人たちは今教えよるのに何で……。その人たちは、新しく今度大学院を出た人

たちが学校の現場に行って、いろんなことを通じて、大学院の中で学んだことについて現

職の教員に教わればいいのよ。わざわざ現職の教員も休ませて、休職させて行かそうとい

う意味は何かい。

原田委員 今もあるんですよ。鳴門教育大学に行っています。今まで大分県は鳴門教育大

学のほうに行く方が多かったんですけど、これまで行ってきた方、今も現に行っている方

いらっしゃいますけど、その中でやっぱり多くの問題が起きているのは、１年目はいいん

ですけど、２年目職場に帰ってから、連携をとりながらと、遠いこともあって、大変負担

が大きかったんでしょうね。そういう意味で言うと、県内の大学ですから改善できるのか

なという思いがある反面、これまで鳴門教育大学との関係を築いた方を含めて、その辺を
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どうするのかな、整理していくのかなというのが１つ。

それともう１つ、先ほど管理職の登用も兼ねるという話がちょっとありましたけど、そ

ういうふうな仕組みにしていくのかということが１つ。

もう１つ、後でいいんですけれども、大分大学のことを言えば、これから義務制に特化

していく。高校免許については、九州管内では佐賀大学ですか、そちらのほうしか取りに

くくなるという話を聞いているんですけど、大分大学の仕組みについても若干教職免許の

取り方についてご説明いただきたいと思います。

藤本教育人事課長 現在も大学院での専修免許等の取得ということで、鳴門教育大学、兵

庫教育大学等に研修という形で２年間派遣をしております。その研修派遣という位置づけ

は、大分大学の教職員大学についても同様でございますので、公という形での派遣、身分

を持ったままの職務として研修するという位置づけになります。特に今回の場合は、学校

経営コースということで、管理職の養成のコースというものが設けられましたので、そこ

に中堅教員を派遣して管理職の養成をしていくということでこれから大分大学の教職大学

院と連携をとりながら、マネジメント能力にすぐれた管理職の輩出ということをやってい

きたいというふうに考えております。

その辺のところで、管理職の今資格試験というふうになっていますので、管理職として

の資格の付与、もしくは管理職資格試験に登載された人からの派遣、そういったものも検

討していきたいというふうに考えております。

望月参考人 大分大学での教員養成に関することについてご説明をさせていただきます。

委員ご指摘のように、教員養成学部は小学校に特化ではなくて重点化ということでござ

いまして、私どもの教育福祉科学部は従来小学校と中学校の両方の免許を持つことが卒業

の要件になっておりましたけれども、新しくなりましたときには小学校の免許のみの卒業

を検討しております。しかし、それだけしかやらないということではなくて、ちゃんと教

育学部のほうで中学校の免許も高校の免許も出せるような形で体制はちゃんと整っており

ますので、高校の免許も私どもの教育学部で取得できるようになっております。さらに、

総合大学の特色を生かして、他学部でも中学校、高校、特に理科と数学なんですけれども、

こちらのより教科専門の色の濃い教科につきましては、他学部でも新たに教員免許を出せ

るような課程認定を今申請している最中でございまして、決して小学校しかとれないとい

うことではございませんし、理科系の科目につきましては、大分大学のほうでさらに充実

したような体制を敷くこととしております。

以上です。

原田委員 さっきの２年目の話なんですけど、現場の先生は、やっぱり現場の課題という

のがたくさんあって、なかなか大学院のほうに行きたくてもという状況がやっぱり生まれ

ているんですよね。ですから、ぜひ県教委のほうもその辺を支援してあげていただきたい

ということを、要望で。

久原委員 県教委のほうに聞くけど、要するに、これから管理職になる教頭だとか校長に

なるのはここへ行かんとなれないということか。

藤本教育人事課長 決してそういうことではございません。

久原委員 そういうことではないけど、それがもう主だろう。

藤本教育人事課長 いえいえ、人数的にも限られたものですので。
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久原委員 そんなら何のためにするんかい。

藤本教育人事課長 そういった人材も輩出していくということであります。

衞藤委員長 委員外議員さんはありませんか。

木田委員外議員 ４ページの資料で、点線囲みの１行目ですね、有能かつ改革意欲に富む

現役中堅教員をこういったところでさらに伸ばしていくということで、なかなかそういっ

た人材が今県内の学校の中では少ないということをご実感なされているのかなというふう

に感じたんですけど、私も親として経験して、確かにそういった方がどんどんふえてくる

といいなというのは、やっぱり校長先生が変わるだけでかなり学校って変わるじゃないで

すか。そういう経験もして、なるほどなというふうに感じましたけど、目指すところとい

うのは、大分県内での平均的な学力向上というのは当たり前にあるのかもしれませんけれ

ども、もっと難関大以上のクラスに行ける生徒をいっぱいつくりたいところが気持ちとし

て強いのか、入試改革の対応で今急いでやらなくちゃいけないという思いでやっているの

か、どういう思いで主な思いがどこにあるのかなというのはですね、主眼というか、そう

いった目的、教育委員会のほうでいいですけど。

藤本教育人事課長 今回策定しております大分県教育計画の基本理念が、生涯にわたる力

と意欲を高める「教育県大分」の創造ということで、そういった力を持った児童・生徒を

育成していくというところでございます。その学校で育成するに当たっては、やっぱり管

理職がいかに学校をマネジメントしていくか、学力の向上にしろ体力の向上にしろ、やは

り教職員をいかに活用して教育活動を行っていくかというのが１番のポイントだろうと思

います。現在も組織的な対応ということで全ての学校で取り組んでおりますが、そういっ

た能力に秀でた管理職をより大分大学とも協力しながら育成をしていくということが主眼

でございます。

木田委員外議員 今、何か不足しているかというところを教えていただけるとありがたい。

大分の管理職の方で何が不足しているかというところを感じているのか教えていただけれ

ばと。（「教育委員会は後でいい、先生方は４０分しかないから」と言う者あり）後でい

いです。

土居副委員長 ちなみに２８年度から大体何人ぐらい合格者を出したのかお伺いしたいん

ですけれども。

柳井参考人 学校経営コースは６名の方です。それから教職実践コース、定員どおり４名、

合計１０名でスタートしております。今から４年間は先ほど言った昔からある修士課程教

育、それと併存していきまして、その後は教職大学院の定員は大きくふえる予定でありま

す。

麻生委員 最後にお願いでありますが、先ほど県教委が答弁したような感じで、マネジメ

ントで強制的、支配的な経営と勘違いしているところがあると僕は認識しているんですよ。

やっぱり学校現場、あるいは市町村教育委員会も含めて児童・生徒に対してもやっぱりモ

チベーターであって、やっぱりそういうみずからもモチベーションを上げて子供たちが学

ぶ姿勢というか、みずから学ぶ動機づけをしてあげるために連携を図って、ぜひいい方向

でやっていただければと思いますので、よろしくお願いします。

以上です。

衞藤委員長 ほかにご質疑等はありませんか。
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〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、以上で参考人に対します質疑を終わります。

大分大学の先生方におかれましては、本日は、お忙しい中ありがとうございました。

また、今後ともよろしくご指導のほどお願いいたします。

〔参考人退室、教育委員会入室〕

衞藤委員長 これより、教育委員会関係の審査に入ります。

本日は委員外議員として、木田議員、桑原議員が出席されています。

初めに、総務企画委員会から合い議のありました、第１９号議案地方公務員法の一部改

正に伴う関係条例の整備についてのうち、本委員会関係部分について執行部の説明を求め

ます。

工藤教育長 初めに、私から一言ご挨拶を申し上げます。

衞藤委員長初め委員の皆様方には、日頃から教育行政の推進にさまざまなご尽力をいた

だいておりますことに、改めて厚く御礼申し上げます。

本日の委員会では、議案４件、合い議案件４件、報告１件、継続請願２件、陳情１件、

諸般の報告４件について説明、報告いたします。

各報告事項はそれぞれ担当課室長から説明いたします。

どうぞよろしくお願いいたします。

藤本教育人事課長 第１９号議案地方公務員法の一部改正に伴う関係条例の整備について

ご説明します。議案書の２０３ページ、配付資料の１ページをお開きください。

最初の囲みにありますように、地方公務員法が改正され、人事評価制度を法律上に位置

づけるとともに、同制度を任用・給与・分限等の人事管理の基礎とすることとなりました。

これに伴い関係条例を整備するものでございます。

最初に、１職員の給与に関する条例の一部改正についてでございます。

（１）の級別基準職務表の条例化につきましては、現在、人事委員会規則に規定してい

る級別基準職務表を条例化するものであります。

次に、（２）の勤務成績の判定期間等の改正についてであります。

人事評価制度の導入に伴う勤務成績の判定期間につきまして、現行では１月１日から１

２月３１日までの期間を、人事評価の期間であります１０月１日から９月３０日に合わせ、

１月１日の昇給に反映させるものでございます。

次に、２人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正についてでございます。

各任命権者が条例に定めるところにより、毎年地方公共団体の長に対し報告しなければ

ならない事項が改正されたため、規定を整備するものであります。新たに人事評価、退職

管理を追加し、勤務成績の評定を削除するものでございます。

次に、３職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例の一部改正についてでござい

ます。

二重線の囲みにありますように、降任、降給、これは降格と降号に分かれます。この定

義が整理されたことに伴い、条例において、これまで降任に該当するとされてきたいわゆ

る降格が降給に該当すると整理され、現行条例が及ばなくなったことから、今回、降号も
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含め降給の定義、事由、手続等を定めるものであります。

以上のほか、４にありますとおり、計１３の条例について、地方公務員法の条ずれ等に

伴う規定の整備を行うものでございます。

以上でございます。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

原田委員 私は人事評価制度は教育委員会になじまないと考えています。確かにいろんな

子供がおる中で、先生方は信じてやっぱりそれに向かってつき合っているわけですけど、

その中で画一的な評価制度というのはおかしいんじゃないか。ましてや給与等に反映させ

ていくというのには大きな問題が出てくるんじゃないかなというふうに考えています。で

すから、この件については、まだまだ検討の余地がありますので、採決については退席す

るつもりです。

以上です。

麻生委員 人事評価制度というのはどんな世界でも、報酬とか給料もらっている以上は当

たり前のことだろうと思うんですが、問題は、この評価項目は、現場の先生方は項目はど

ういった項目があって、本人へのフィードバックというものはあるんですか。

藤本教育人事課長 評価項目につきましては、それぞれ職責に応じた観点というものを公

にしておりますので、そういった観点から評価するということをしております。フィード

バックにつきましては、人事評価自体の開示ということはしておりませんで、目標管理、

業務する上で目標管理に向けての業務実施の中で、その辺のところをフィードバックしな

がらということでやっております。そして、今回の地公法の改正に伴いまして、能力評価、

今までの人事評価に当たるんですけれども、それの評価結果、ＳとかＡとかＢとか、そう

いったものはこれからは希望する方には開示をしていくという取り扱いをしてまいります。

麻生委員 基本的には評価項目が開示されている以上は、校長が、例えば板書が汚いとか、

授業の説明の仕方がへたくそでようわからんとかいったようなことは徹底的にフィードバ

ックすれば風通しもよくなるし、本人も改善をしようとするわけですから、そういったこ

とが教育の世界だけ実におくれているというか、３０年おくれているみたいな感じがする

のでしっかりやってほしいと思います。

以上です。

衞藤委員長 ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、これより採決いたします。

衞藤委員長 本案のうち本委員会関係部分については、原案のとおり可決すべきものと、

総務企画委員会に回答することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、本案のうち本委員会関係部分については、原案のとおり

可決すべきものと、総務企画委員会に回答することに決定いたしました。

衞藤委員長 次に、総務企画委員会から合い議のありました、第２０号議案大分県職員定

数条例の一部改正についてのうち、本委員会関係部分について執行部の説明を求めます。

藤本教育人事課長 第２０号議案大分県職員定数条例の一部改正についてご説明します。
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議案書の２２０ページ、配付資料の３ページをお開きください。

１条例改正の趣旨にありますとおり、育児休業を取得しやすい職場環境を構築するため、

育児休業中の職員を定数外とするとともに、平成２７年度が最終年度となる大分県行財政

高度化指針による成果を反映させる趣旨から、職員定数を削減するために所要の改正を行

うものでございます。

２改正概要にありますように、（１）では、職員が安心して育児休業を取得できるよう

環境を整備する観点から、育児休業中の職員を定数外とするものです。

また、（２）にありますとおり、今年度が最終年度となる大分県行財政高度化指針を踏

まえての定数削減の状況を反映させるものです。

教育委員会におきましては、事務局職員の定数を現行の３３４人から４人削減し、３３

０人に改正するものでございます。

３施行期日は、平成２８年４月１日を予定しております。

以上でございます。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

土居副委員長 育休をとりやすくする。これなぜとりやすくなるんですかね。それから、

定数管理、この定数管理を求めること、定数管理をしっかりしていくことはどういう意味

を持つんですか。わかりますか、２点。

藤本教育人事課長 育児休業中の職員は、大分県職員の定数条例におきましては、これま

では定数内としておりまして、育休の職員が将来的にも増加するという中で、定数の全体

を圧迫しているというふうな状況もございます。やはり行政需要に応えるため、その代替

措置を講じることで、定数外とすればそこに正規の職員を当てられることから、今回定数

外にするものでございます。

それと、この定数の関係は、行財政高度化指針の成果として削減がされましたので、そ

れを条例の中に反映するというものでございます。

土居副委員長 定数は知事部局と同じように１割をということですか。

藤本教育人事課長 実際に４人削減できましたので、その分を反映するということでござ

います。

久原委員 ということは、その人が育休から帰って来たら、１人帰って来たら、また定数

が１人ふえるの。

藤本教育人事課長 その職場では当然そういうことになろうかと思います。

衞藤委員長 ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、これより採決いたします。

本案のうち本委員会関係部分については、原案のとおり可決すべきものと、総務企画委

員会に回答することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、本案のうち本委員会関係部分については、原案のとおり

可決すべきものと、総務企画委員会に回答することに決定いたしました。

次に、総務企画委員会から合い議のありました、第２２号議案大分県使用料及び手数料
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条例の一部改正についてのうち、本委員会関係部分について執行部の説明を求めます。

蓑田体育保健課長 第２２号議案大分県使用料及び手数料条例の一部改正について、教育

委員会の関連部分がありますのでご説明します。議案書の２２２ページ、配付資料の４ペ

ージをお開きください。

１の経緯については、県立総合体育館内に昨年、本県で開催しました国民体育大会第３

５回九州ブロック大会の山岳競技用として設置したボルダリングウォール施設について、

４月から一般への供用に向け使用料を設定するものです。

２の施設の概要でありますが、ボルダリング競技は身体にロープをつながずに小さな岩、

壁を登るものです。総合体育館内に設置した施設は、高さ４．５ｍ、長さ、幅が１１ｍと

なっております。

３の使用料についてですが、使用の形態が専用としての使用と個人としての使用がある

ことから、それぞれの使用形態での使用料を設定するものです。

使用料の積算に当たっては、年間の維持管理費用や九州各県との比較などを考慮しまし

て、専用による使用は１時間当たり３５０円、個人での使用には１時間当たり１５０円と

して設定することとしたいと考えております。

なお、既存施設の使用料についての改正は今回はありません。

今回の設定による一般使用によって、使用料の増収もさることながら、ボルダリング競

技では昨年秋の和歌山国体で成年男子が優勝しており、本県における競技の普及、ジュニ

アの育成が期待されるところです。

４の施行日は、平成２８年４月１日を予定しております。

以上でございます。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

麻生委員 条例改正そのものはとっていないんですが、大分市と総合体育館そのものにつ

いても、いろんな協議が始まっているというふうに伺っています。知事部局の行政企画課

が所管しているということも伺っていますので、こういった細かい、今後当然競技に関連

をすることなので、こういった改正について細かく丁寧に市のほうにも連絡をとって説明

をしておいていただくことを求めておきたいと思います。

以上です。

衞藤委員長 ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 委員外議員さんもありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、これより採決いたします。

本案のうち本委員会関係部分については、原案のとおり可決すべきものと、総務企画委

員会に回答することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、本案のうち本委員会関係部分については、原案のとおり

可決すべきものと、総務企画委員会に回答することに決定いたしました。

次に、福祉保健生活環境委員会から合い議のありました第３５号議案大分県いじめ問題
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調査委員会条例の制定についてのうち、本委員会関係部分について執行部の説明を求めま

す。

江藤生徒指導推進室長 議案書の２６６ページ、配付資料の５ページをお開きください。

第３５号議案大分県いじめ問題調査委員会条例の制定についてご説明します。

平成２５年９月にいじめ防止対策推進法が施行されました。その第２８条第１項第１号

及び第２号で重大事態が定義されており、上段に記載しております。相当の期間とは、目

安として３０日以上となっています。

このような重大事態の発生により、学校または学校の設置者である県教育委員会等が行

った調査の報告を知事に行い、その結果について当該重大事態に対処し、または当該重大

事態と同種の事態の発生を防止するため、知事が必要と認め判断した場合に知事は今回設

置する調査委員会に諮問をいたします。

資料中央の太実線枠内をごらんください。今回の条例で規定する主なものであります。

委員会は委員５名以内で組織し、法律・医療・心理・福祉等に関して、優れた識見を有す

る者の内から知事が任命することとしています。任期は２年です。

また、特別な事故等を調査審議させるため、必要があると認めたときには臨時委員を置

くことができるようになっています。

本委員会が掌握する事務は知事の諮問に応じ、いじめ防止対策推進法第２８条第１項の

規定による調査の結果について調査審議して、その結果を知事に答申するものでございま

す。なお、県立学校に係る調査結果については、いじめ防止対策推進法の中にも規定され

ており、議会に報告することとなっています。

条例は公布の日から施行することとなっております。

以上でございます。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

麻生委員 いじめ問題については、要は解決するといった場合に、問題調査委員会でいろ

んな識見を持った人の委員構成とか表現されておりますが、現実問題としては、学校の教

室に花をいっぱい飾ったりとか小動物を配置したりとかいったことのほうがいじめって解

決している例が高いということで聞いているし、そういうケースをよく伺うんですよね。

だから、要はこれはこれで構いませんけれども、むしろそういった部分に必要な予算であ

るとか、人材とか、識者を幾らいっぱいあれするよりも、そういったことが任せられてで

きるような環境整備が１番大事なので、そういったことを言ってくれるような問題調査委

員会の構成になってほしいなと、それは要望として、委員会の構成についてそういった意

見があったことをしっかり伝えておいてほしいと思います。

以上です。

衞藤委員長 ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、これより採決いたします。

本案のうち本委員会関係部分については、原案のとおり可決すべきものと、福祉保健生

活環境委員会に回答することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕
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衞藤委員長 ご異議がないので、本案のうち本委員会関係部分については、原案のとおり

可決すべきものと、福祉保健生活環境委員会に回答することに決定いたしました。

次に、付託案件の審査に入ります。

第１号議案平成２８年度大分県一般会計予算のうち、本委員会関係部分について執行部

の説明を求めます。

岡田教育財務課長 第１号議案大分県一般会計予算のうち、教育委員会所管分についてご

説明します。

別にお手元に配付しております平成２８年度教育委員会予算概要の３ページをお開きく

ださい。

平成２８年度教育委員会予算でございます。

教育委員会の予算額は、左から２列目予算額（Ａ）欄の上から３番目にありますように

１，１３７億９，３７５万７千円でございます。

これを右から３列目の２７年度７月現計予算額（Ｂ）欄と比較いたしますと、その右の

欄にありますように、額にいたしまして９，８５４万１千円、率にして０．１％の増とな

っております。

また、下の表にありますとおり、県予算額に占める教育委員会予算額の割合は、２７年

度７月現計予算額と同じく１８．７％となっております。

続きまして、先日の予算特別委員会でご説明いたしました主な事業を除く、主要な事業

についてご説明いたします。

１９ページをお開きください。

事業名欄上から３番目の学校マネジメント力向上推進事業費６２９万９千円でございま

す。

この事業は学校教育課題への組織的な対応力を強化するため、子供の力と意欲の向上に

向けた芯の通った学校組織活用推進プラン等に基づき、学校運営を支える機能の充実、教

職員の意識改革と資質能力の向上を図るものでございます。管理職やミドルリーダーを対

象とした研修によりマネジメント力の向上を図るとともに、大分大学教職大学院に有能か

つ改革意欲に富む中堅教員を派遣し、マネジメント能力に優れた管理職の輩出を図ってま

いります。

３６ページをお開きください。

事業名欄上から２番目の公立高等学校等奨学金給付事業費３億２，０８６万円でござい

ます。

この事業は高校生の授業料以外の教育費の負担を軽減するため、非課税世帯を対象に返

還不要の奨学給付金を支給するものでございます。

２８年度は、３学年全てが対象になるとともに、非課税世帯の国公立全日制の第１子の

給付額をこれまでの年額３万７，４００円から５万９，５００円に増額することとしてお

ります。

５５ページをお開きください。

事業名欄１番上の小学校学力向上対策支援事業費１億７，６９７万８千円、またその下

の中学校学力向上対策支援事業費２億９，６１０万７千円でございます。

これらの事業は、児童・生徒のさらなる学力向上を図るため、習熟度別指導推進教員の
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配置や、基礎・基本の定着だけでなく活用力も把握できる学力定着状況調査を小学５年生

及び中学２年生で実施するものです。

また、特に中学校では依然学力の伸び悩みが見られることから、生徒の意欲に働きかけ、

学力向上を図る学びに向かう学校づくりの推進や個々に応じた補充指導にも対応できる数

学問題データベースの配信等の支援も行うこととしています。

６４ページをお開きください。

事業名欄１番上の未来を創る学び推進事業費１，０４４万７千円でございます。

この事業は平成３２年度からの大学入試改革に向けまして、生徒の思考力・判断力・表

現力の育成につながるフォーラム等の実施などにより授業改善を推進し、生徒の学力向上

を図るものでございます。

次の６５ページをごらんください。

事業名欄下から２番目の地域産業を担うものづくり人材育成事業費９５７万６千円でご

ざいます。

この事業はものづくり企業の担い手を育成するため、工業系高校生を対象に、地域企業

と連携し、高度な技術力習得のための体験会の開催や資格取得のための技術指導等を実施

いたしまして、専門的職業人材の育成を図るものでございます。

次の６６ページをお開きください。

事業名欄１番上の地域みらい創造ビジネスチャレンジ事業費５１３万円でございます。

この事業は、地域経済を担うビジネス人材を育成するため、商業系高校生を対象にビジ

ネスの視点で課題解決できる能力を育成するとともに、地域の課題を踏まえた商業の実践

的な学びを通じ、ビジネスに係る総合的な力の習得を図るものでございます。

また、その下の地域で育む福祉教育推進事業費１４０万６千円でございます。

この事業は地域福祉を担う人材を育成するため、福祉系高校生を対象に、地域で介護福

祉人材を育む体制の構築や福祉のマネジメント意識の醸成を目指したキャリアアップを図

るものでございます。

７２ページをお開きください。

事業名欄上から２番目の放課後・土曜学習支援事業費７，４２４万８千円でございます。

この事業は放課後や土曜日等に学校・家庭・地域が協働して行う子供の学習活動や体験

活動の充実に向けた取り組みを支援し、学習習慣の定着と心豊かで健やかな子供の育成を

目指すものでございます。

２８年度からは中学生学び応援教室を新たに実施し、中学生の学習支援を拡充すること

としております。

最後に、７６ページをお開きください。

事業名欄上から２番目の県民読書活動推進費のうち、右の事業概要欄１番上の読書だい

すき大分っ子育成事業費３５８万７千円でございます。

この事業は子供の豊かな心の育成と学力向上につながる読書活動を活性化させるため、

子供の読書リーダーとして学校等で活動する子ども司書の育成や中学生・高校生を対象と

したビブリオバトルを実施するものです。

以上で、説明を終わります。

ご審議のほど、よろしくお願いします。
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衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

土居副委員長 中学校の先生方の教育の形というか、例えば中学校３年の英語を持つと、

中学３年の皆さん、横持ちで持っていますよね。この間、福井県に行ったときには縦持ち

でやっていました。で、それは負担にならないと言うんですよ。授業の勉強会とかいうの

はきちっとできるんですね。その勉強会を派生させて授業の取り組みをつくっていると。

県では、この縦持ちについてどのように考えているのか、お伺いします。

後藤義務教育課長 依然、中学校の学力が伸び悩んでいるという実態を重く見まして、昨

年の９月に中学校の学力向上に係るプロジェクト会議を立ち上げました。その中で、中学

校に係る問題点を、現場の先生方や市町村の先生方とともにあぶり出しました。最終的に

は、２月末日に中学校学力向上対策３つの提言という県の提言をまとめまして、その中の

１つに、学校規模に応じた教科書指導力向上の仕組みの構築というのを掲げまして、その

②複数の教科担任がいる学校は、教科担任の縦持ちや日課表・週時程表に位置づけた教科

部会の実施により、相談や切磋琢磨できる環境をつくるということを提言して、実際、新

年度からこういう体制づくりを学校に求めてまいります。

以上です。

土居副委員長 それはわかりました。

次、事務の補助員が２８年度どうなっているかということです。

委員会で調査に行くたびに見て回りました。高校では、事務長がつなぎを着て草刈りす

るのは当たり前でして、中には忙しいので、司書さんが図書館を空にして事務室でお手伝

いをしているところもありましたし、近くに銀行のないところ、近くに銀行があっても小

さな銀行しかないところは、１回出たら銀行で随分待って二、三時間はかかるというよう

な問題も挙げられました。２７年度から２８年度、実際、何人ふえたのかについてお伺い

します。

藤本教育人事課長 県立学校の事務補佐員につきましては、平成２０年４月からその職を

原則廃止ということで取り組んでおります。平成１９年当時１５２名、事務補佐員がおり

ましたが、今、退職後は不補充ということで現在まで来ております。

平成２０年から２２年までにかけまして、他職への事務切りかえとか、そういったこと

も実施をしております。他職へは６６名が切りかえで現在は業務等をしております。

平成２７年度は、県立学校の事務補佐員が１６名でございました。２８年度については、

退職等が３名で、１３名の体制になろうかと考えております。

土居副委員長 現場は大変窮しています。いきなり私も１５２名を戻せと言っているんで

はないんです。やはり現場できちっと学校運営ができるような体制を考えて、補佐員でな

ければ別の制度で事務を補佐する人をつけてもらいたいと思っているんですが、どうでし

ょうか。

藤本教育人事課長 事務室での業務をいかに効率化していくかということで、平成２８年

度から県立学校にも、現在知事部局とか教育委員会の事務で導入しております総務事務シ

ステムというものを導入する予定にしております。そういったことで事務の軽減を図る中

で、事務補佐員がこれまでやってきた業務についても、これまでも学校の中でいかに業務

を学校としていくかということで検討等もしていただいておりますので、２８年度からは
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そういった総務事務システムを導入する中で、通常の旅費等の計算とかはセンターのほう

で実施できるような体制もしておりますので、そういった中で事務の軽減も図っていくと

いうことで考えております。

土居副委員長 総務事務システムを導入するということで、確かに事務量の軽減にはなる

と思いますが、実際、学校では草刈り等の委託事業が一切できなくなって、皆さん総出で、

司書さん含めて手伝って、土日もなく学校の管理をしていくというのが現状ですので、何

とかここは改善すべきだなと思っています。それが改善することが教員の皆さんの負担軽

減にもつながり、きちっと子供たちに向き合った教育ができるものだと私は思っています

ので、何とぞまた引き続き検討のほうよろしくお願いいたします。

麻生委員 まず、教育委員会は人を大事にし、人を育てるという知事の大方針があるわけ

です。そういう意味において例えば、私はびっくりしたんですが、先哲資料館、最近非常

に頑張って、身近な地域から出た先哲を実に研究を詳しくして、いろんな方々に伝えて、

感動を呼んで、子供たちもそれを聞いたら、よし、あの人みたいになりたいとか、勉強し

ようとか、結構そういう機会を与えているということで、僕は見直したんです。以前はも

う誰も人もいなかったようなところに、最近、人が来始めているというので、とても高く

評価していますので、引き続き頑張ってほしいと思います。

聞いたら、あそこの研究員さんというのは、若いから全員、県の職員さんだと思ってい

たら、中には嘱託研究員で、３年たったら終わりとかいう人がいっぱいおるんですね。そ

れを聞いたときに、もうちょっと何かいいぐあいにそういった方々を伸ばして、生かして

あげられるような大分県になってほしいな、そういった部分はぜひ研究してほしいなと思

いましたので、それについてもし何か考え方とかあれば教えてください。

それから、昨年だったでしょうか、おととしだったでしょうか。重光葵の国連再加盟演

説を、英語の副読本とか授業で活用して、大分にはこんなすごい人がいたんだと、しかも、

片足義足でね、天皇陛下からいただいている義足をつけて、そして、障がい者にとっても

勇気を与えると。国際車いすマラソンの大分県にとって物すごい、子供たちにとっても感

動と動機づけができる人だなと思っております。

あの採決の際に反対意見も出ましたけど、そういったこともひっくるめて、その反対の

理由の部分をどけてうまく活用していただくような道で、具体的に何か今回の予算で反映

していることがあれば教えてください。

それから３点目は、ラグビーのワールドカップ、２０１９年に開催されるわけでありま

すが、所管は企画振興部のほうがしていらっしゃると伺っています。実は先日、熊本の担

当者とお会いして話を伺う機会がありました。そうしましたら、熊本県内の小・中学校全

ての学校にラグビーボールを全部、もう配置し終わったということを聞いて、大分はどう

なっているかなと。熊本の場合は、２０１９年１０月にラグビーのワールドカップがあり

ますが、１２月にハンドボールの国際女子選手権が熊本４会場で２４カ国から集まって８

８ゲームやるわけなんですが、そういったこともあって、熊本だけでは多分足りんのやな

いかなと。大分でもサポートしてほしいという話があるんですが、ラグビーボールだけじ

ゃなくてハンドボールも全小・中学校に全部配り終わったというふうに伺ったんですが、

大分はどうなっいますでしょうか。以上３点。

野尻文化課長 先哲資料館につきまして激励いただきまして、ありがとうございます。
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今、委員おっしゃられたように、嘱託で非常に頑張っている職員がおりまして、また、

その者がいろんな案内等させていただくと、好評を得ているということも私ども伺ってお

ります。全体の行政改革の中で、人はなかなか採用できないという状況にございますけれ

ども、今後、財政当局等、この嘱託職員のことも含めて、少しでも住民サービスに資する

ことができるように検討してまいりたいと思います。

後藤義務教育課長 重光葵の件でございます。

今年度、ふるさとの魅力発見・継承推進事業という３年間の事業の２年次のおきまして、

県民の皆さんと協働した道徳の教材づくりを進めておりまして、その中学校用の教材に重

光葵を取り上げて、東西のかけ橋ということで、例の演説をもとにした道徳教材をつくっ

ております。

それにつきましては、今、委員がおっしゃられました先哲資料館のバックアップも得て

おりますし、「調印の階段」の作者であります植松先生にも多大なるご協力、ご支援をい

ただいて、今月末に刊行予定でございます。

なお、これにつきましては小・中学校に配付しますが、県の教育委員会のホームページ

にもアップいたしまして、県民の皆さんにも広くご報告する用意でございます。

以上でございます。

蓑田体育保健課長 ラグビーワールドカップにつきましては、委員ご指摘のとおり、企画

振興部が中心となってやっております。熊本県の現状ということで、熊本県では小・中学

校全てにおいてラグビーボールを配置されたというお話でございますけど、大分県では現

在そういうことは考えておりません──考えておりませんといいますか、今時点で配付は

しておりません。

また、ハンドボール大会につきましては、２０１９年１２月に開催ということで、今言

われますように８８の試合数があるということをお聞きしています。大分でもぜひその試

合を誘致できるように今後努力していただきたいと、そのように思っておるところであり

ます。

以上でございます。

麻生委員 まず、重光葵について、植松さんの「調印の階段」という本はもう文庫本にな

っていますので、結構冊数を入れても経費はそんなにかからないと情報提供しておきたい

と思います。

それから、ラグビーボールと、できればハンドボールも全小・中学校に入れていただけ

ればという要望をしておきます。

以上です。

衞藤委員長 重光葵の話が出ていましたので、ちょっと一言言わせてもらいたいと思いま

す。杵築の人なんですよね。自宅がありまして、開放しています。ぜひ皆さん見に来てく

ださい。非常に勉強家だった人であります。杵築ではそれを見本にして勉強せいというよ

うな話も出ています。

７２ページの放課後・土曜学習支援事業費の中で土曜教室実施事業費というのがありま

す。実はちょっと今いろいろ話題になっていまして、土曜日は休みなので、土曜日に子供

たちがいろいろばらばらというか、塾に行く子供は結構おりまして、行かない子と行く子

との学力の差が格段についてきているので、これはどうしたものかなという話題が私の耳
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に入りました。これはちょっとどういうふうにしたら土曜教室というのができるのか、地

区の小学校がですね。それをもうちょっと具体的な説明を聞きたいんですけど。

曽根﨑社会教育課長 土曜教室は、いわゆる教育ネットワークと呼ばれまして、地域の退

職教員であるとか、中には民生委員の方々、それとか地域の方々が指導者となって、勉強

とか体験活動を教えております。

今、土曜教室に関しましては、１４市町村で１２０教室実施をされておるわけなんです

けれども、杵築市も行っております。そして、これは参加は自由です。ですから、例えば

塾に行く子供たちは家庭の判断で塾に行く場合もあるかとは思いますけれども、そうでな

い子供たちはこの教室に参加ができますので、そういう形で実施をしております。

衞藤委員長 うちは護江小学校なんですけど、やっていないですわな、護江小学校は。だ

から、杵築でやっているのはどこか１カ所ぐらいということですか。

曽根﨑社会教育課長 杵築の場合は、山香地区で小学校１校ぐらいはあるんですけれども、

杵築市内が少しおくれておりまして、１つの小学校でオープン形式で、どの地区からも来

ていいですよという形式をとらせていただいています。

衞藤委員長 それは、例えば護江小学校でやりたいということであればやることはできる

と。

曽根﨑社会教育課長 それはできます。市町村教育委員会の判断でそういうふうにできま

す。

衞藤委員長 わかりました。ありがとうございました。

二ノ宮委員 いつも同じような質問なんですけど、前期の高校入試が終わりまして、残念

ながら大分市の一極集中といいますか、ほとんどの地方の高校が定員割れで、後期に試験

をします。

私、由布高校のことをいつも言うんですけど、相当大きな期待したんですけど、残念な

がら定員割れで、後期試験を多分していると思います。

一般質問でもやったんですけど、５年先に約５００人ぐらいの高校の入学生が減るとい

うことが現実としてわかっている中で、地方の高校をどうするかという質問をしました。

そういう中で、特色ある高校をつくっていき、魅力ある高校にするんだというふうな回答

があったと思うんですけど、この２８年度の予算の中でそういうものに対して、どういう

予算化をして、どういう事業をやっているか、なかなか見つけきらないんですけど、そう

いうことがもしあれば教えてください。

岩武高校教育課長 ６４ページの上から２段目にあります地域の高校活性化支援事業とい

うものになります。

これにつきましては、今、委員からございましたように、地域の高校で生徒募集に苦労

しているような学校もございます。そしてまた、これからさらに学力向上とか特色化とい

うことで頑張らないといけないという学校もございますので、そのような学校の教育活動

に支援を行っていくというものであります。具体的には、学校の特色化のいろんなプロジ

ェクト案を出させて、その案を見て、いい学校に予算をつけていきたいというふうに考え

ております。

二ノ宮委員 いろいろな人とお話をして、特色ある高校というのは言葉では簡単ですけど、

なかなか難しいなということは私もよくわかっています。けど、このままいくと、もう間
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違いなく地方の高校がなくなっていくんじゃないかと物すごく心配しています。だから、

もうちょっと視点を変えて、例えば農業高校なら農業高校という１校に特化して、そして

県下全域から集まるような、由布高校については観光科という提案をしたんですけど、観

光科をつくって大分県の観光に関する、そういう希望する生徒が全部集まるような、そう

いうやり方をやっていかないと、今のような地方の高校、一律的なやり方でやったときに

本当に効果があるかなと。５年先、私は任期はあと３年しかないんですけど、そのときに

恐らくそれぞれの地方のクラスを減らしていくという、それ以外、手がないような気がし

ます。

そういうことで、ここでなかなか、予算の場ですから……。また質問していきたいと思

うんですけど、やはり特徴という捉え方を少し変えていかないと、さっき言われたような

説明ではなかなか効果は出ないということです。

岩武高校教育課長 済みません、私の言葉がちょっと足りなかったのかもわからないんで

すが、学校任せの特色づくりということでは、これはなかなか今の状況は突破できないと

いうふうには思っておりますので、やはり私ども県全体を見たときに、ここの学校の特色

はどうあるべきなのか、ここの学校にはどういうミッションが必要なのかということを考

えて、我々も学校に提案をしていきたい。学校からもいろんな意見を聞きたい。そういう

やりとりの中で、学校についてを行っていきたいと思います。

ですから、やっぱり専門学科という視点もありましょうし、いろんな視点を入れながら、

やっぱり生徒が集まる学校をつくっていきたいというふうに思っております。

二ノ宮委員 そのことも大変大切だというのはよくわかっています。だから、もう少し県

教委として視点を変えて、やっぱり地方に本当に高校を残すためにどうしたらいいか、そ

ういうものを出していかないと、学校の中で、今言ったような特色づくりというのは、も

う当たり前だと思います。だから、その辺は研究をしてください。

衞藤委員長 要望でいいですね。ほかにありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 委員外議員さん。

桑原委員外議員 ありがとうございます。７６ページ、先ほどご説明いただいた、読書だ

いすき大分っ子育成事業について質問させてください。

これは、子ども司書育成とビブリオバトル、それぞれ何校何名参加する予定ということ

と、この３５８万７千円、これの内訳を教えてください。

曽根﨑社会教育課長 こども司書に関しましては、１市町村当たり小学校５年生を原則と

して１２名を予定しております。それを、１年当たり６市町村で行っていきますので、１

年で７２名掛け３年間ということで、２１６名を標準ということで予定しております。

それから、ビブリオバトルに関しましては、昨年度高校で初めて行いまして、そのとき

が３７校の参加でございました。基本的にこれにつきましても、高等学校につきましては

全高等学校に県大会、予選も含めて出場のチャンスがございます。

それから、中学校に関しましては、各市町村に代表校を選んでもらうという形で考えて

ございます。具体的な数字については、これは本年度初めて実施しますので、これから市

町村等とも協議をしてまいりたいというふうに考えております。

それから、経費の内訳に関してでございますけれども、これに関しましては、子ども司
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書の養成講座を１０日間行います。これは県立図書館で基本的な研修等を行いますので、

子供たちの往復の旅費、それから、ここにちょっと書いてございませんけれども、子ども

読書サミットというのも行います。これは子ども司書の実践活動の発表をしたり、あるい

は地域の先進的な読書活動の発表をしてもらったり、さらには講演等を行いますので、こ

ういう講師の費用ですね、旅費とか講師謝礼、そういったもので構成したものでございま

す。

以上です。

桑原委員外議員 プレスリリースの関係資料のほう見ますと、目的が子供読書量の増加と

読書の質の向上とか、中学生、高校生の読書活動の活性化になっているんですけれども、

これはちょっと直接的というより間接的な資料じゃないかなという印象を持っています。

というのが、この事業を見ると書店販売員養成事業みたいな、そんな感じがしておりま

す。これは目的に対して、もうちょっと直接的な事業というか、単に読書感想文コンクー

ルをして、入賞者に図書カードを配るとか、そっちのほうが、読書において重要というと

ころはやっぱり、本人が読書から何を得るかというところで、他人に読ませる技術を磨く

というのが間接的じゃないかと僕は感じております。これは意見なんですけれども、そう

いうことも考慮して１年間見ていただいて、評価をしっかり出していただきたいなと。

それともう１点申し上げますと、コンクールを開いて入賞者に金品的なものを出すとい

うのは、いろんな意見はあると思いますけど、私としては経済格差が教育格差に結びつか

ない１つの方法だと思うんですね。やっぱり経済的に裕福じゃないところのお子さんのほ

うが、そういうものに対するインセンティブというのは働きますから、そういうこともこ

れ以外の事業構築でもちょっと考慮していただければと思っております。

以上です。

衞藤委員長 要望でいいですか。

桑原委員外議員 はい。

衞藤委員長 ほかに。

木田委員外議員 １点お願いいたします。８８ページの埋蔵文化財センターの移転事業で

すね。これせっかく今回６億円かけて新年度でやるということなんですけれども、大分市

との連携で、今、元町の大友庭園、国の補助を受けて戦国大名として最大級の庭園整備と

いうことを大分市がやります。やっぱり今回はいろんな発掘物がかなりハイレベルなもの

が出されておりますので、だから、大友自体はやっぱり市レベルじゃないし、当然県レベ

ルというか、九州６カ国までやった人ですから、ぜひ今度移転するところは埋蔵文化財セ

ンターでオープンするというは何となく今回もったいないなという感じがあって、大友展

示室というお話がありましたけれども、もうちょっとダイナミックに、九州大友資料館ぐ

らいのイメージであそこを整備していただけると、宇佐には宇佐の役割があると思うし、

今回やっぱり６億円をかけてやられるんだったら、大分のあの元町の庭園と九州大友資料

館、これがセットで整備できるといいものにつながるんじゃないかなというふうに思いま

す。宇佐の資料館の利用者がたしか今年間３万人ぐらいですかね。大分市の歴史資料館が

１０万人ぐらいおります。やっぱりあそこを今回整備して、もっともっと人を、大友を見

てもらいたいというか、やっぱりそのくらい銘打たないと、検索しても引っかからないと

いうか、関心を呼ばないというところがあると思うので、６月から合同新聞で宗麟の海の
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連載も始まりますし、来年のオープンに向けてはぜひそういったダイナミックな構想で移

転事業に取り組んでいただきたいと思うんですが、いかがでしょうか。

野尻文化課長 ありがとうございます。

まず、大分市との連携につきましては、８月に議会のほうで予算の承認をいただいた後、

何度か協議をし、今、実務的な話もしております。その中で、大分市は今、庭園のほうを

整備するということでございますので、その設計管理料の一部につきまして補助をすると

いうようなことは進めておりますけれども、大分市との連携の中でぜひ展示室については

重要なものを一緒に飾れるように、例えばケースあたりも少しいいものを飾れるようなケ

ースを整備するなどして多くの誘客に努めていきたいと思います。

今、委員おっしゃいましたように、どうしても宇佐の歴史資料館、それから先ほど出ま

した先哲資料館とのすみ分けというのもございます。一方では、国からは埋蔵文化財セン

ターの移転事業ということでの補助金をいただいているようなこともありますので、なか

なか総合博物館を新しくつくるというわけにはいかないんですけれども、ただ、できるだ

け大分市と協議しながら、少しでもその目玉といいますか、大友関係を多くの方に見てい

ただけるように今後工夫してまいりたいというふうに思っております。

木田委員外議員 ぜひ名称はですね、補助金の問題があるかもしれませんけど、大きくや

っぱり九州大友資料館ぐらい構えていただきたいということを、ぜひ実施に向けて検討を

お願いしたいと思います。

衞藤委員長 要望でいいですか。（「はい」と言う者あり）

麻生委員 ただいまの博物館とかそういった部分で、大分は九州国立博物館の管内ですよ

ね。先日、九州国立博物館の１０周年記念祭がありました。式典があったときに、大分県

だけ理事がいないんじゃないかと思ったんですが、九州国立博物館の理事は大分県からそ

ういった文化財関係を含めて理事を出しているのかどうか。

というのも、先日も私、行ってきたんですが、大分県の展示品って結構今、九州国立博

物館に展示されているんですよね、定期的に。国立博物館に展示されるものがあるという

ことは、これは大分の宝なんですよ。それを大分県は活用できていない。地元では展示す

る場所がないとか、機会がない。みんな九州国立博物館まで行って見ているしかないと。

あそこは見せ方が上手だし、以前も申し上げたように、やっぱり学校の授業よりおもしろ

く、教科書よりわかりやすくというやり方でやっているから、非常にすばらしいんですよ。

ああいったところを連携を図って学び合うことが絶対大事と思うんですが、理事すら九州

国立博物館に大分県から出せる状況にないんですか、いないんですか。ちょっとその辺伺

います。どうなっているのか。

野尻文化課長 済みません。九州国立博物館の理事が今どうなっているかにつきましては、

手元にちょっと資料がございませんので、大変申しわけございません。

連携につきましては、やはり九州国立博物館は九州を代表するものでございますので、

いろんなノウハウなり、あるいはできたときのいきさつも含めて学ぶべきところはたくさ

んあるというふうに思っております。

例えば、今、九州国立博物館が中心となっている研修会、危機管理の研修会等に、県立

歴史博物館や県立美術館の職員を派遣したりはしております。今後さらに連携が必要にな

るだろうと思っております。
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このたびの埋蔵文化財センターの移転につきましては、私のほうが九州国立博物館がで

きたときの三輪前館長をお訪ねして、そのコンセプトなり、あるいは教科書よりわかりや

すい、学校より楽しいという思いも含めて勉強させていただいたところでございますので、

今後、例えば埋蔵文化財センターの職員を九州国立博物館で研修させるとかいうことも含

めて、少しでも連携を含めてノウハウを大分のほうに持ってこれるように検討してまいり

たいというふうに思っております。

麻生委員 先日、私訪ねたときに、たまたまですが、島根大学が地質学とかいろんな部分

を含めて地方創生絡みのシンポジウムを九州国立博物館で、あの島根から来てやっていた

んですよ。そういうことを考えると、やっぱり大分県というのは本当にこういった文化と

か、いいものがせっかくたくさんあるのに取り組めていないというふうに思いますので、

教育長、しっかりその辺含めて、アンテナ高く張って取り組んでいただきますようにお願

いを申し上げておきたいと思います。

衞藤委員長 要望でいいですか。（「はい」と言う者あり）

ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、これより採決いたします。

本案のうち本委員会関係部分については、原案のとおり可決すべきものと決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、本案のうち本委員会関係部分については、原案のとおり

可決すべきものと決定いたしました。

ここで休憩をとりたいと思います。３時まで。

１４時５１分休憩

１５時００分再開

衞藤委員長 それでは、再開します。

第４３号議案大分県長期教育計画の策定について執行部の説明を求めます。

能見教育改革・企画課長 議案書の２８０ページ、配付資料の６ページをごらんください。

第４３号議案大分県長期教育計画の策定についてご説明します。

本計画は、県の長期総合計画と大分県教育大綱をベースとして策定するもので、今後１

０年を見通した本県教育振興の羅針盤となるものです。生涯にわたる力と意欲を高める

「教育県大分」の創造という基本理念を踏まえまして、タイトルを「教育県大分」創造プ

ラン２０１６としております。

昨年１０月の本委員会において素案段階のものをご説明させていただきましたが、その

後、パブリックコメントや市町村教育委員会との意見交換会で頂戴しましたご意見等を踏

まえ、また、大分県子どもの貧困対策推進計画との整合性を図るなどの観点から、詰めの

作業を行い、別冊でお配りしておりますとおり、教育委員会として計画案を決定したとこ

ろでございます。

本議会でご承認いただけましたら、平成２８年度以降、本プランに基づき着実に各種施

策を展開してまいります。その際には、これまでの教育改革の流れを継承し、さらなる高

みを目指して不断の努力を継続することで教育県大分の創造を目指します。また、地域を
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担い、地域を支える人材育成の観点や文化・スポーツ面からも地方創生に貢献してまいり

ます。

計画の実行に当たりましては、配付資料７ページの目標指標に照らしまして、毎年度点

検・評価を実施し、進行管理を行うことで実効性を高めることとしております。また、学

校現場・市町村教育委員会との意志疎通、知事部局との連携を密にすることはもとより、

広く県民の皆様のご協力をいただき、県民総ぐるみで教育県大分を築いてまいりたいと考

えております。

なお、製本に向けては、本プランの趣旨を広報・ＰＲし、広く県民の皆様から本県教育

への関心を高めていただけるよう、僕たち私たちが担う１０年後の大分県というテーマを

設定し、芸術・デザイン系の学科を有する県立高校３校から本プランの表紙絵等を募集し

たところです。

応募作品について審査を行い、高校生の感性あふれる３４作品の中から、表紙絵に掲載

する最優秀賞１作品、中表紙等に掲載する優秀賞５作品を選定しておりますので、最優秀

賞の作品をご紹介させていただきます。最優秀賞を受賞しましたのは、鶴崎工業高校３年、

増田望織さんの作品で、作品タイトルは、「育てよう。私たちの」町です。「地球の中の

大分県を形作るパズルは、私たち県民一人ひとり大分県を創り上げる意味を込めている。

矢印は、これからの大分県の成長と発展を願いデザインした」と作品に込めた思いを寄せ

ていただいています。

説明は以上でございます。ご審議のほどよろしくお願いします。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

土居副委員長 インクルーシブ教育です。私、毎回毎回言うんですけれども、これから先

１０年、きちっとインクルーシブ教育をしていただきたいなと思うんですが、やはり私の

イメージとすれば、大分県の教育界、やはり国の流れのインクルーシブの考え方、流れを

受け、その流れに沿ったような感じなんです。現場でも行ってみると、結構インテグレー

ションというんですかね、総合教育のような雰囲気で、普通小学校に入れるのが１番や、

みたいなところが見受けられるんですけど、やはりインクルージョンというのは完全な社

会参加ですので、障がいのある人もない人も社会に参加できるというところを目指して教

育してもらいたいなと思うんです。

例えば、私たちの会派では福岡市とか東京都とか埼玉県とかに視察に行って、復学制度

を学んできました。そこでは、障がいのある子供が支援学校に籍を置きながら、地元の普

通学校に籍を置いて、その地元の学校の中にはちゃんと机があって、本来、大分県などが

やっている交流事業では、支援学校から来ると「いらっしゃい」とほかの子供が声をかけ

るんですけれども、そこでは「おかえりなさい」と言って迎えてくれるというようなこと

をやっていました。こういう形が、僕は本来のインクルージョンという形じゃないのかな

と思っているんですけど、これからインクルーシブ教育に向けて、どういうシステムにし

ようと思っているのか。また、その考え方をお聞かせください。

後藤特別支援教育課長 今お尋ねの件は、副次的な学籍の件だと思います。全国的には、

東京都、埼玉県、横浜市、福岡市で実施をされていますが、それ以上の広がりというのが

ないのが今の現状というところです。
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大分県は交流及び共同学習という形で、学校間交流、それから居住地校交流を通して、

地域の子供たちと一緒に学ぶ仕組みというのは提供してきております。ちょっと数字が若

干古いんですが、平成２４年度では小学部で参加率が９７％となっていますので、かなり

多くの子供たちが地域の小学校へ行って一緒に学ぶという仕組みが提供できております。

この副次的な学籍については、意義はしっかりとこちらも理解しておりますが、全国的

な動向等を見てまた検討を進めていきたいと考えております。

以上です。

土居副委員長 できましたら、県下の自治体で行われる成人式、みんなが集まって「懐か

しいな、元気やったな」って声かけ合うような環境を早くつくってもらいたいなと思って

いますので、よろしくお願いします。

衞藤委員長 ほかに、委員外議員さんはありませんか。

桑原委員外議員 済みません、ありがとうございます。３点ほど質問させてください。

まず、長計のほうのページ２、計画の性格ということで、長期総合計画の教育部門とい

う表現、そしてこの②のほうに長期総合計画の教育関係部門という表現がありますけれど

も、小学校、中学校、高校、大学のいわゆる学校教育に関する部分は、私立の学校のこと

とか、塾の完全な私教育の分野に関しては特に言及されているのか、それとも、もうこれ

はそういう教育部門というよりは、教育委員会部門ということでよいか、その点と、２ペ

ージの（２）の１番下の丸ですね、３つ目の丸のところの文言で、相対評価による人事評

価を取り入れた教職員評価システムの下とありますけれども、この相対評価により人事評

価は具体的に、例えば昇給に結びついているものとか教えてください。あと、これは誰が

評価するのか。

それと最後は６ページですね、先ほども私ちょっと言いましたけれども、経済格差は教

育格差に結びつかないというのが重要だと思うんです。それがここで言われていることか

なと思うんですけれども、この学校をプラットホームとした対策を初め、教育の支援等の

施策を進めることとしていますと。これ具体例を教えていただければと思います。

以上３点お聞きします。

能見教育改革・企画課長 私のほうからは１点目と３点目お答えさせていただきます。

まず、位置づけにつきましては、委員おっしゃるように、教育委員会としての計画とい

うふうにご理解をいただきたいと思います。

なお、教育振興管理計画として位置づけられますということで、２の計画の性格・役割

の②に記載しておりますけれども、この趣旨としましては、やはり私学の関係ですとか大

学の関係につきましては、基本的にこの教育長計に入ってございません。そこで、県長計

の中でも教育と関係する部分とあわせて教育振興基本計画としているところでございます。

それから、３点目につきましては、学校をプラットホームとしたということで、子ども

の貧困対策推進計画との整合性というご説明をさせていただきましたけれども、その中で

はまず、かなり幅広い捉え方をされております。１つには、学校教育における学力保障、

それから今般の議会でも議論ございましたけれども、スクールカウンセラーを初めとした

教育と福祉部門との連携強化、そういったところが施策でございます。

藤本教育人事課長 教職員評価システムについてお答えいたします。

この評価システム、管理職、教職員については校長が評価者となります。校長について
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は市町村教育委員会、もしくは県の教育委員会、教育長が評価者となっております。

昇給等への反映でございますが、平成２８年度以降、先ほど人事評価制度の地方公務員

法の改正に伴いまして、大分県でも昇給への反映を２８年度は管理職、２９年度からは一

般の職員へも適用してまいります。教諭については、当分の間はまだ昇給には反映しない

という形での運用をしてまいります。

以上でございます。

桑原委員外議員 要望というか、感想を述べさせていただきます。

教育委員会部門ということなら、それならもうそれのように、大分県長期教育計画とか、

県民にわかりやすい形でお示しになられたほうがいいんじゃないかと思います。それでも

いいと思うんです。これは教育といいながら、教育委員会部門のことですよと。そうする

ことによって、例えば公教育というのが得意なところは、画一的な、平準化教育とか、そ

ういうところが得意ですけれども、反対に、比較優位の高いところに対する集中的な投資

というのは、ちょっと苦手なところがありますよ。

例えば、さっき委員長が言われていた、土曜日が授業がないことで塾に行っている子が

学力が伸びるって、これはまさに経済格差が教育格差につながっているところでもありま

すし、やっぱりそうやって、これは教育委員会の計画ですよということによって、初めて

見えてくる公教育と私教育の連携とか、そういうものも模索していかなきゃいけないんじ

ゃないかというところが出てくると思うんですけれども、やっぱりこれ公教育と言わずに、

教育という一くくりで教育委員会の方針を述べているだけですので、そういう点が見えて

こない。それは、僕はやっぱり大分県の教育全体から見ると、ちょっと不足しているとい

うか、見えてこない部分があるんじゃないかと懸念しております。意見です。

木田委員外議員 人事評価制度ですけど、これは国家公務員で先に実施された制度で、そ

のときの事例で聞いたのが、どうしても相対評価になるものですから、ＳＡ、Ａ、Ｂをつ

くるときには、ＤとＥの方がいらっしゃらないと割り当てられないという仕組みになって

いるものですから、どうしても職場の人間関係がぎすぎすして大変だという国家公務員の

職場の方からお伺いしたことがあります。やはり風通しのいいコミュニケーションが重要

だと思います。何かそっちの方向に行くらしいんですね、制度を変えると。給与に反映し

ていくということで。何でここにＡとＢの人がいないんですかと言われたら、どうしても

ＤとＥをつくらなきゃならないというふうな、妙な空気というか、職場ムードになってし

まって大変だということを聞いたことがございますので、十分に運用には配慮して進めて

いただきたいと思いますので、よろしくお願いします。

衞藤委員長 要望でいいですね。（「はい」と言う者あり）

大友委員 済みません、計画を見る中で、私ちょっといつも思うんですけれども、グロー

バル社会を生き抜くために必要な力の育成というのがすごく全面的に出ていて、いつもす

ばらしいなと思うんです。逆に、今、執行部の説明の中でも、地域の担い手の育成という

ことはあったのはあったんですけど、計画の中に盛り込まれている部分が少し物足りない

というか、薄いなという気がするんですね。

私はやっぱり、今、地方創生と言われている中で、地域をいかに盛り上げていくか、子

供が育っていくかというのは非常に重要な部分だと思うんですけれども、その辺について

お考えがどうなのか聞かせてください。
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曽根﨑社会教育課長 このプランの４４ページになります。上のほうから②「協育」力を

活かした地域活動の展開というのがございます。「教育県大分」創造プラン２０１６とい

う資料の４４ページに、教育ネットワークを基盤とした地域コミュニティーという図があ

ると思います。これは先ほど申し上げました公民館等を拠点として、地域の方々が子供た

ちに学習活動、体験活動を教えるという、土曜とか、あるいは放課後を使って教えるもの

でございますけれども、これは同時に、この指導者となる大人同士のつながり、きずなを

つくるものでもございます。ですから、この教育ネットワークを通じて地域の方々の生き

がいづくりとか、あるいは地域社会の再構築という役割もございます。それが１点。

４４ページの図の上のところに黒ポツが４つございますけれども、そこの４つ目の黒ポ

ツに該当します地域振興・産業経済等の地域課題に対応した学習機会の充実というもので

ございますけれども、ここは社会教育総合センター等での授業で、地域の方々、地域振興

のリーダーをつくるような研修を準備してございますので、そういうところで地域の教育

力、地域力を高めていきたいというふうに考えております。

以上です。

工藤教育長 今、大友委員十分ご理解していただいた上で、グローバル化という研究をし

ていただいたと思っています。グローバル社会を生きるいろんな力を身につけるようにと

いうことで目指していくという方向は、１つには、やはり地域でもしっかり世界の動き、

いろんな動きを捉えながら、地域の人材としても育っていくという意味でのグローバル化

も含んでいるということでご理解いただきたいと思います。

今、社会教育課長が具体的なところで申し上げましたけれども、もうそれに限らず、我

々としてはこの教育をするという中で、地域の人材を育成するいうのは１番大事な柱だと

いうことはもうベースとして十分に考えながらやっていくということでありますので、先

ほどの言葉の中でもそういうご理解を示していただいたと思っていますけれども、我々は

そこが１番ベースだろうというふうに思っていますので、これからもよろしくお願いたい

と思います。

大友委員 今、教育長も言っていただいたんですけど、グローバル社会を生き抜くための

中に、大分県や日本への深い理解とか、そういうものも入っていますので、そういう教育

をしていく中で地域に対しての理解を深めていくというのも非常にわかるんですけれども、

先ほどの高校の特色づくりというところにもあると思うんですけれども、やっぱりいかに

地域の特色、色を濃くしていってその地域を残していくかというところが大事になってく

ると思います。もうわかりきっていることなんですが、私、教育で大事なのは、やっぱり

３本は家庭教育として学校教育、あと地域教育、この３つがベーシックになってくると思

います。ぜひとも今後も地域に力を入れて、また教育のほうやっていってほしいなという

ふうに要望します。

衞藤委員長 ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、これより採決いたします。

本案については、原案のとおり可決すべきものと決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、本案については、原案のとおり可決すべきものと決定い
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たしました。

次に、第４４号議案学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に

ついてですが、総務企画委員会、福祉保健生活環境委員会及び商工労働企業委員会に関連

するため、合い議していることを申し添えます。

それでは、執行部の説明を求めます。

後藤義務教育課長 議案書の２８１ページ、配付資料の８ページをごらんください。

第４４号議案学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する

条例についてご説明します。

このたび、小学校から中学校までの義務教育を一貫して行う義務教育学校を新たな学校

の種類として設ける学校教育法等の改正が平成２７年６月２４日に公布されまして、平成

２８年４月１日から施行されることとなりました。これに伴いまして、関係８条例を改正

する必要が生じたものでございます。

関係８条例には、学校の種類として義務教育学校の記載がないため、学校教育法等の一

部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例により、一括して各条例にこ

れを加えるという改正内容でございます。

施行予定日は、平成２８年４月１日でございます。

以上でございます。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

土居副委員長 大分県でのその見通しについてお伺いします。

後藤義務教育課長 これは市町村が設置者の学校でございますので、今、市町村の中で検

討している市町村が幾つかございます。ただ、２８年４月１日に義務教育学校に移行する

ということにはならないと。かなり準備も必要でございますし、小学校と中学校の両面を

あわせた先生方の確保も必要になりますので、我々としてはそういう条件整備の後押しを

しつつ、こういう学校も県の中に生まれるようにご支援申し上げたいというふうに思って

おります。

衞藤委員長 ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、これより採決いたします。

なお、本案については、総務企画委員会、福祉保健生活環境委員会及び商工労働企業委

員会に合い議をいたしました結果、各委員会の回答はいずれも原案のとおり可決すべきで

あります。

本案については、原案のとおり可決すべきものと決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、本案については、原案のとおり可決すべきものと決定い

たしました。

次に、第４５号議案平成２８年度における県立スポーツ施設建設事業に要する経費の

市町村負担について執行部の説明を求めます。

蓑田体育保健課長 議案書の２８３ページ、配付資料の９ページをごらんください。

第４５号議案平成２８年度における県立スポーツ施設建設事業に要する経費の市町村負
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担についてご説明します。

これは県立スポーツ施設建設事業に係る経費の大分市の負担割合について、地方財政法

第２７条第２項の規定に基づき、市へ意見を求め、了承する回答をいただいたので、今回

第１回定例会に議案として提案するものでございます。

事業名は県立スポーツ施設建設事業でございます。

負担割合は昨年１２月に行われた県と市の間の重要課題に関する協議の場で、本事業に

ついて大分県と大分市の負担割合を３対１と確認できていることから、今回の負担金議案

の割合については工事費の４分の１と提案するものです。

今回大分市に負担を求める工事費につきましては３つございまして、１つ目は実施設計

委託、２つ目は地質調査委託、３つ目は性能評価に係る大臣認定書類作成委託等の経費で

ございます。合計８，４０４万５千円の４分の１に相当する２，１０１万１千円の負担を

求めることとしております。

以上でございます。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

原田委員 一般質問の嶋議員さんに対する答弁の中で、建設費もこれから何かふえていく

ような雰囲気をちょっと感じたんですけど、建設費全体の経費についても４分の１と考え

ていいんでしょうか。

蓑田体育保健課長 年度ごとにこれは負担割合を決めていきますので、今年度の２８年に

ついては、先ほど言いました３つの負担のそれぞれ４分の１ということでございます。こ

の後の２９年の建設費等については、またそのときに議論をしていくと、そういうことに

なります。

工藤教育長 これは建設に係る基本的な考え方として３対１という整理をしておりますの

で、今回は実施設計以降を入れるということになりますので、当然ですが、建設にかかっ

ても同じ率でお願いをしていきます。大分市のほうもその合意はいただいています。

ただ、国費は今お願いをしています。これが入ってくれば、その分を除いたところでの

３対１という整理でいきたいというふうに合意ができております。

衞藤委員長 ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、これより採決いたします。

本案については、原案のとおり可決すべきものと決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、本案については、原案のとおり可決すべきものと決定い

たしました。

次に、第１号報告訴えの提起について執行部の説明を求めます。

藤本教育人事課長 議案書の２９５ページ、配付資料の１０ページをごらんください。

訴えの提起についてご説明します。

議案書の３事件の概要２にありますとおり、平成２８年１月１４日、大分地方裁判所に

おいて、大分県が原告に対し国家賠償法に基づき損害賠償を支払えとの判決がありました。

その後、４控訴の趣旨、５訴訟遂行の方針にありますとおり、福岡高等裁判所に控訴す
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る方向性を１月２６日の教育委員会で確認いたしましたが、２週間の控訴期限が迫る中、

県議会にお諮りするいとまがございませんでしたので、そのため、６専決年月日にありま

すとおり、１月２７日に知事の専決をいただき、控訴期限当日の１月２８日に福岡高等裁

判所に控訴いたしました。

この専決処分の内容をご報告し、ご承認を求めるものでございます。

詳細については、配付資料の１０ページでご説明いたします。

まず、３事件の概要についてです。（２）にありますとおり、平成２８年１月１４日大

分地方裁判所において、大分県は原告に対し、金４００万円の損害賠償を支払えとの判決

がございました。

この４００万円の損害賠償の内訳は、慰謝料として３５０万円、弁護士費用として５０

万円であります。

一方、現在、福岡高等裁判所で係争中の別事案の第１審判決における損害賠償額は３３

万円でございます。また、今回の判決の中で、原告の精神的損害は、誤って不合格とされ、

後に合格と訂正された者と比較して、勝るとも劣らないとされており、この追加採用され

た方々への県からの慰謝料については、４０万円を基本として算定したところです。

そのため、４訴訟遂行の方針、５控訴を行おうとする理由にありますとおり、判決では、

取消処分に至る一連の県の主張が認められているものの、高額な慰謝料等が認定されてい

ることから、上級審の判断を求めたいと考えたところでございます。

なお、一審原告である被控訴人も１月２６日付で既に控訴しているところでございます。

以上でございます。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

原田委員 この判決文の中で、点数による順位が合格圏内に達していなかった者の採用を

公益上の不利益としています。そもそも採用試験というのは、採用予定者の人数によって

合否の基準が変わってきますから、その年の合格圏内に入らなかったことを、それをもっ

てあたかも教壇に立つ資格がないように論じているなら見当違いだなというふうに私自身

は感じています。公益上の不利益を生じさせないためにも、教員免許という制度があると

考えればわかりやすい。その中で、この前の予算特別委員会の中で、学校現場の非正規率

という質問があっていたときに藤本課長が小・中で１０％、高校で１５．４％の非正規者

がいると。加配の１割があり、やっぱり非正規で対応するしかないという答弁をされまし

た。

さっき言いましたように、臨時講師等の非正規教員を配置しているということについて、

教育委員会の教育行政のあり方が、端的に言えば、公益上の不利益を指摘しているとも言

えるんではないかなという考え方もできるわけです。この指摘について、県教委としてど

のように考えているかというのをぜひお聞かせ願いたいというふうに思っているんですけ

ど、いわゆる判決文の解釈ということですから、多少やっぱり見解があると思うので、で

きたら文書でいただきたいというふうに思っているんですが、委員長、お諮りください。

衞藤委員長 答弁を文書でですか。

原田委員 はい、いただきたいと。これは教育行政の根本にかかわる部分だと思っていま

すので、文書でいただきたいというふうに思っています。
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衞藤委員長 教育委員会の意見を聞いてみましょうか。文書ということで。

藤本教育人事課長 これは現在、争いになっているところでございますので、裁判での主

張というのは陳述書等々でその都度提出等しておりますので、そのあたりの中から考え方

をお知らせするということでよろしければ。

原田委員 先ほど言いましたように、公益上の不利益ということに対する解釈で結構です。

藤本教育人事課長 それについては今後裁判の中で争われていくということになりますの

で、今すぐにそのものをということには、ちょっと厳しい面がございますので、裁判の状

況を見ながらということになろうかと思います。

衞藤委員長 では、裁判後ではいいということですね。

藤本教育人事課長 そういう形でよろしければ。

原田委員 ちょっと待ってください。いわゆる裁判所が指摘した公益上の不利益というの

が、例えば今、臨時の人を雇用していることにこれが当たるかどうかというところを県教

委としてどういうふうに考えているかということを知りたいんですよ。

藤本教育人事課長 その件につきましては、過去にやはり裁判になったケースがございま

して、臨時講師を雇用していることが法に触れるのではないかということでございまして、

最終的には臨時講師を雇用するということは法に反するものでもない、やはり学校教育上

も講師が教育に携わることを否定しているものでもないということで、臨時講師として雇

用することについては問題がない、校長の学校運営の権限の中でどういった業務をさせる

かというようなことは認められているものだという判決はいただいております。

衞藤委員長 議事録でいいんじゃないの。議事録でもそういう答弁の。

原田委員 私が知りたいのは、いわゆる公益上の不利益と指摘されたことについて県教委

がどういうふうに考えているかということを知りたいだけですよ。

藤本教育人事課長 公益上の不利益、今回の採用を維持することが公益上の不利益という

ことで判決があったというふうに認識しておりますので、そこについては県の主張もそう

いう形でずっと主張してまいりました。考え方としては、やはり加点を受けて能力実証の

ないままに合格とされた者の採用を取り消すということは、妥当なものだということでず

っと主張はしてまいりました。

原田委員 それはよくわかるんです。ただ、私が言いたいのは、いわゆる臨時教職員が実

際に現場に立っているわけです。この方自身も、いまだに臨時講師として職場に立ってい

るわけです。そのことを総じて公益上の不利益としないという話になるんでしょうか。い

わゆる採用自体は、採用しなかったということに対しての考え方はわかるんですけど、現

段階としてそういった方が職場にいらっしゃる。実際に子供たちを担任しながらやってい

るということに対して、公益上の不利益に当たらないという、そこの見解を文書でいただ

きたいというふうに思うんですよ。

藤本教育人事課長 臨時講師として雇用するかどうかというのは、今回の判決の公益上の

不利益ということにはならないというふうに考えております。それは先ほども申し上げま

したとおり、当然必要な免許を保有した上で教育活動に従事するという者を雇用するとい

うことは法に違反するものじゃないという判決もいただいておりますので、それに基づい

て雇用しているということでございます。

原田委員 今のお話を聞くと、この裁判じゃなくて別の裁判の判例の中でそういう根拠が
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あるということですね。（「はい」と言う者あり）

原田委員 ぜひそれを文書でいただきたいんですが。

藤本教育人事課長 今回の公益上の不利益というのとは観点がちょっと異なってまいりま

すので、あくまでも臨時講師の雇用についてというのは以前の判決がございますというこ

とでございます。

衞藤委員長 以前の判決のをもらえばいいんじゃ。

藤本教育人事課長 それでよろしければ。

原田委員 ただ、ちょっと今、気になったのは、この裁判に関しての公益上の不利益、い

わゆる合格点に達しなかった方の採用を維持することが不利益ということで、別問題とし

てお考えということですね。

藤本教育人事課長 これは裁判所としてそういう判断をしたということでございます。

衞藤委員長 ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、これより採決いたします。

本案については、原案のとおり承認すべきものと決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、本案については、原案のとおり承認すべきものと決定い

たしました。

次に、請願の審査に入ります。

継続請願１０国の責任で３５人学級の推進を求める意見書の提出について及び請願１１

大分県独自で少人数学級の拡充を求めることについては、関連がありますのであわせて審

査をいたします。

請願１０及び請願１１について、執行部の説明を求めます。

藤本教育人事課長 配付資料の１２ページをお開きください。

請願１０国の責任で３５人学級の推進を求める意見書の提出について及び請願１１大分

県独自で少人数学級の拡充を求めることについての関係事項についてご説明します。

１国の状況及び２本県の状況の（４）までにつきましては、昨年第４回定例会文教警察

委員会にて説明いたしましたとおりです。（５）、（６）につきましては、２月に開催い

たしました勉強会の資料の抜粋でございます。

（５）は、平成２７年度の県内の小中学校において、１校当たりの学級数を示したもの

です。

県全体で、小学校は６学級以下が最も多く１６７校、割合としては６０．３％を占めて

おります。

中学校は７学級以上が最も多く６０校、割合としては４６．９％となっている一方、３

学級以下も５１校と多く、３９．８％となっています。

（６）は、１学級当たりの児童数を５人単位ずつに分けて、学級数の合計を一覧表にし

たものです。

小学校では、県全体では児童数が２６人から３０人の学級が最も多く６０８学級、割合

としては２４．５％となっております。県全体で、３５人以下学級が９０．４％を占めて

おり、３０人以下学級は、全体の７６．２％になります。
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中学校でも、生徒数が２６人から３０人の学級が最も多く３４５学級、割合としては３

３．９％となっております。３５人以下学級が７５．９％を占めており、３０人以下学級

は、全体の５７．６％になります。

以上でございます。

後藤義務教育課長 配付資料の１３ページをお開きください。

少人数学級の効果についてご説明します。

こちらも先日の勉強会でご説明した内容と重複しますが、現在県内全ての小学校１・２

年生、中学校１年生で３０人学級を措置しており、保護者や教職員からは、きめ細やかな

学習指導が可能なことや児童生徒が理解をしやすいなどの意見とともに、本事業の継続を

望む声が寄せられております。

小学校では、小１プロブレムの発生率が、平成２１年の３２．３％から平成２７年度は

１４．２％と減少傾向にあります。

資料の１４ページをごらんください。

中学校１年生時の学力定着状況をみる県独自学力調査において、低学力層の割合が平成

２１年から平成２７年にかけて減少傾向にあります。

教職員定数改善につきましては、いじめや学力向上など複雑・多様化する課題に対応す

るために、政府予算等に対する提言や全国及び九州地方教育長協議会等を通じて毎年度要

望しているところです。

今後の取り組み拡大につきましては、国の動向を注視し適切に対応してまいります。

以上でございます。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

土居副委員長 現状の取り組みはよくわかりました。その効果も出ているということで認

識しております。また、この請願、これは小・中全学年にということでございますが、当

然、予算の裏づけもないので不可能です。教育予算が決められている中で、じゃ、どこを

削ってやるのかというような問題も出てくるでしょうから、引き続き調査してはどうでし

ょうか。

麻生委員 今、説明のありました１３ページ、１４ページで、要は中１プロブレムの発生

だとか、低学力層が発生していて改善の余地がないところというのは、どういった学校規

模の、どういった実態のところに多く発生しているかというようなものが表現されている

とは言えないんですね。前回からその部分は指摘しているんですが、まだ時間かかります

か、それ。

後藤義務教育課長 勉強会の折にそのようなご指摘も受けましたけど、なかなかそのデー

タをこの時間の中でつぶさに……

麻生委員 まだ出ていないということですね。（「できませんでした。申しわけありませ

ん」と言う者あり）わかりました。

衞藤委員長 ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、これより採決いたします。

継続審査とのご意見がありましたので、継続審査についてお諮りします。
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請願１０については、継続審査とすることにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、請願１０については、継続審査とすることに決定いたし

ました。

次に、請願１１については、継続審査とすることにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、請願１１については、継続審査とすることに決定いたし

ました。

野尻文化課長 先ほどの麻生委員のご質問についてお答えさせていただきたいと思います。

九州国立博物館の理事でございますけれども、平成２７年度は１３名おります。太宰府

市長と、あとは福岡県副知事さん、それ以外は西日本新聞の社長さん、あるいは企業の相

談役さん等で全て福岡県の関係者になっておりますが、ただ、九州国立博物館との連携は

重要だと思いますので、さらに深めてまいりたいと思います。

麻生委員 １番最初の設立時は大分県から１人理事が入っていたというのは確認していま

すので、それが今いなくなっているのが現実です。

以上です。

衞藤委員長 以上で、付託案件の審査を終わります。

次に、付託外案件の審査に入ります。

議長から回付されております、陳情２－２軽度外傷性脳損傷・脳しんとうの周知と予防、

その危険性や予後の相談の出来る窓口などの設置を求めることについてのうち、本委員会

関係部分について執行部の意見を求めます。

蓑田体育保健課長 資料の１５ページをお開きください。

軽度外傷性脳損傷・脳しんとうの周知と予防、その危険性や予後の相談の出来る窓口な

どの設置を求めることについて、教育委員会に関係する部分をご説明します。

まず１の教育機関での周知徹底と対策です。各学校においては、学校保健安全法第２９

条の規定により、児童生徒等の安全の確保を図るため、危険等発生時において当該学校の

職員がとるべき措置の具体的内容及び手順を定めた危機管理マニュアルを作成することと

が義務づけられています。この資料に記載しているものは、県内のある高校のものです。

万が一、事故が発生した場合には、教員等は生徒の状況を正確に把握し、適切な応急手

当を行うとともに、場合によっては医師の診断を仰ぐ等、被害の拡大を防止するための救

護措置をとるとともに、負傷生徒の保護者への連絡・報告がされるようになっております。

２の専門医による診断です。

事故・事案で脳しんとうが疑われる場合には、状況により救急隊、学校関係者、保護者

が脳神経外科へ搬送し診断を受けるようになっております。

県教育委員会では、昨年５月に県立中津北高等学校柔道部活動中に発生した事故につい

て、第三者による指導検討委員会を設置し、事故の検証及び原因の究明、再発防止策の検

討を行っていただきました。委員会は検証結果等を調査報告書にとりまとめるとともに、

その内容を公表しました。

引き続き再発防止に向けた取り組みを進めてまいりますが、今後、万が一、重大事故が

発生した場合には、今回同様、第三者による検討委員会を設置し、事故の検証等を行いた
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いと考えています。

以上でございます。

衞藤委員長 この陳情について、ご意見等はございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 別にご意見等もないので、以上で陳情については終わります。

次に、執行部より報告をいたしたい旨の申し出がありましたので、これを許します。

藤本教育人事課長 資料の１６ページをお開きください。

去る、３月１０日教育委員会で決定いたしました、大分県公立学校教職員の人材育成方

針の改訂についてご説明いたします。

これまで、平成２３年１０月に策定した現行の人材育成方針に基づき、各施策に取り組

んできたところです。

資料の上段にありますとおり、本県では、昨年、大分県長期総合計画及び大分県教育大

綱が策定されました。また、これらを踏まえ、先ほどご審議いただいた大分県長期教育計

画（案）を今議会に上程しているところでございます。

このような中、学力・体力の向上や生徒指導、大量退職に伴い増加する若手教職員の育

成等の課題を踏まえ、現在、芯の通った学校組織を基盤として教育課題に対応できる人材

の育成を進めているところです。

４人材育成方針の改訂にありますとおり、今回、教員養成・採用段階から、採用後の能

力開発、研修体系や人事異動等教職員のキャリアステージ全般を通じた人材育成策を総合

的、体系的に定めている本方針を改訂し、子供たちに未来を切り拓く力と意欲を身につけ

させるための教職員の育成をさらに推進いたします。

改訂に当たりましては、市町村教育委員会及びＰＴＡ連合会、学校長等からも意見をお

聞きしたところです。

５人材育成に係る主な施策としまして、１人材の確保、２人材の育成、３人材の登用・

活用、４人材育成のための支援の４つの柱の構成としておりますが、これにつきましては

改訂前から変更ありません。

「新」をつけております、新たな取り組みにつきまして説明いたします。

まず、１人材の確保の（２）教員採用選考試験の見直し・改善では、他県教員経験者に

対する一次試験免除の経験年数要件の見直しを行います。

（４）正規教員の確保としまして、指導力に優れる退職者の再任用の促進等により正規

教員比率を引き上げることで、学級担任への正規教員の配置を促進してまいります。

次に、２つ目の柱、２人材の育成の（２）職務を通した能力開発では、ＯＪＴの手引を

作成・活用し、若手教職員の能力開発を行ってまいります。

また、（３）教職員研修の充実として、４月に大分大学に設置される、教職大学院を活

用して学校マネジメント能力に優れた管理職の養成を図ってまいります。

さらに、（５）人事異動を通じた育成では、小学校と中学校間及び中学校と高校の間の

人事交流を推進することによる育成を図ってまいります。

次に、３つ目の柱、３人材の登用・活用では、女性活躍推進の観点から、女性の管理職

及び分掌主任等への登用を推進してまいります。

最後の柱、４人材育成のための支援では、（１）環境の整備、（２）健康管理、（３）
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ワーク・ライフ・バランスの推進に引き続き取り組んでまいります。

これらの施策を通して、下段にありますとおり、求められる教職員像の実現を図ること

で、大分県長期教育計画の基本理念であります、生涯にわたる力と意欲を高める「教育県

大分」の創造の実現に向け取り組んでまいります。

なお、ただいま説明いたしました内容を反映しました、改訂版の人材育成方針を別途配

付しております。

以上でございます。

岩武高校教育課長 資料の１７ページをごらんください。

県立学校における政治的教養の教育に関する指針についてご報告いたします。

まず、Ⅰ本指針の基本的な考え方です。

今回、教育委員会では、文部科学省が作成・配布した副教材等に基づき、政治的教養の

育成と選挙制度の理解を図ることを目指し本指針を策定しました。

次に、Ⅱ高等学校等における政治的教養の教育です。

１の取組方針の（１）政治的教養の教育の充実については、①学習指導要領に基づき、

公民科の授業を中心に、総合的な学習や特別活動でも実施します。②政治や選挙について

の理解を重視するとともに、論理的思考力、公正に判断する力などを育成します。③具体

的な政治的事象も取り扱い、より一層具体的・実践的な指導を充実、④その際、結論に至

るまでの議論の過程が重要であり、さまざまな見解を提示することなどを示しています。

（２）学校の政治的中立性の確保については、①教員は公正中立な立場で指導すること、

②特定の見方や考え方に偏った取扱いにより、生徒が主体的に考え、判断することを妨げ

たり、特定の政党や政治団体等を指示し、または反対することとならないよう留意するこ

と、③特定の政治的立場に立って生徒に接したり、地位を利用した結果とならないよう留

意することなどを示しています。

次に、１８ページ上段、Ⅲ高等学校等の生徒の政治活動等についてです。

留意点として、（１）学校内での活動については生徒がその本来の目的を逸脱し、教育

活動の場を利用して選挙運動や政治的活動を行うことは、認めないようにしました。また、

（２）学校の構外で行われる生徒の選挙運動や政治的活動については、家庭の理解のもと、

生徒が判断すること。校長は、違法、暴力的なもの、また、その恐れが高いと認められる

場合には、制限または禁止することなどを示しています。

その他、Ⅳインターネットを利用した政治的活動等についてなどを示しています。

以上でございます。

蓑田体育保健課長 大分県スポーツ推進計画の改訂についてご報告いたします。

資料の１９ページをお開きください。

昨年、９月の委員会で説明しました素案について、１０月から１１月にかけて県民意見

の募集を実施しました。結果は資料２０ページにお示ししています。

１名からスポーツボランティア等に関するご意見を賜りました。内容は具体的な取り組

みに関する要望で、計画の抜本的な見直しを求めるものではありませんでした。

こうした手続を経て、教育委員会では、別冊資料の大分県スポーツ推進計画改訂版を策

定いたしました。

次に、概要について説明いたします。
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資料の１９ページをごらんください。

１の計画の位置づけについてです。本計画は、スポーツ基本法に基づく地方スポーツ推

進計画として作成するもので、今回の改訂は現計画の中間見直しに当たるものです。

次に、２の計画の基本理念等についてです。

(１)の基本理念では、県民の誰もがそのライフステージに応じ、スポーツを通じ健康で

活力ある生活を営むことができる大分県を目指しています。

(２)の基本方針では、今後５年間を見通したスポーツ推進の基本方針として、①の子ど

ものスポーツ機会充実等の５つを今回新たに設定いたしました。

(３)計画の期間は、県長期総合計画等との整合性や、ラグビー・ワールドカップ等の施

策評価の次期計画への反映を考慮し、平成３２年までとしています。

３の施策の体系についてです。今回の改訂は中間見直しのため、施策の継続性も考慮し、

根幹部分となるテーマについては、従前同様の健康・体力・人づくりから、基盤づくりま

での４つで構成しています。

４の主な改訂点についてです。全体的な変更点として、進捗管理の実効性を確保するた

め、成人の週１回以上の運動実施率を、平成３２年度までに５１．２％とするなど、客観

的な指標を新たに設定いたしました。

また、テーマごとの主な変更点は、ラグビー・ワールドカップを通じた地域活性化など

であります。

平成２８年度から計画に基づき、より一層のスポーツ振興に努めてまいります。

以上でございます。

野尻文化課長 資料の２１ページをお開きください。

埋蔵文化財センター移転事業の進捗状況等についてご報告します。

まず、１の移転の背景の主なことは、施設の老朽化が著しいことです。

次に、２の進捗状況と今後のスケジュールです。現在、ホール棟のアスベスト処理工事

を実施し、５月には建物の改修工事、１０月には展示工事に着手する予定です。

次に、３の旧芸術会館の各棟の活用です。展示棟には、本県の歴史を学べる通史展示室

や県と大分市が共同で大友氏を紹介する大友氏遺跡展示室等を設ける予定です。ホール棟

は主に収蔵庫として、管理棟は事務室や会議室として活用し、レストラン棟は、体験学習

館として活用する予定です。

次に、４のホール棟アスベスト処理工事です。ホール天井裏等に確認されておりますア

スベストは、専門の処理業者により法的に問題のないように除去し、特別管理産廃処分場

に持ち込むこととしております。

次に、５のホール棟の緞帳です。原画は髙山辰雄氏の豊後です。今般、工事の都合上緞

帳を撤去する必要が生じたことから、付着アスベスト定量検査を実施しました。その結果、

国の基準ではアスベストの含有はなしというレベルであることから、今後、県立施設や各

市町村、各文化施設等の引き取り募集を行います。

最後に、６の大分市との連携です。大友氏遺跡の出土品については、県と大分市が連携

して、県民・市民目線に立った効果的な共同展示に向けて協議しております。

今後とも、新埋蔵文化財センターがより魅力的な施設となるよう努めてまいります。

以上でございます。
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衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。ご質疑はありませんか。

久原委員 県立学校の政治的教養の教育に関する指針の中で、政治的中立性を確保すると

ともに、公平中立な立場というのはどげん立場なの。

岩武高校教育課長 ある政党の考え方であるとか、１つの主義主張に偏らない考え方だと

いうふうに考えております。基本的には学習指導要領に基づいて、政治的教養の教育とい

うのを行ってまいりますので、１番軸は学習指導要領になろうかというふうに思います。

あとは、教育の中ではこれまでと違っていろんな、要するに現実の政治的な材料も扱っ

ていくことも考えられると思いますので、やはりいろんな、１つの考え方に偏らないいろ

いろな見方、考え方を示すということが公平的な立場というふうに考えております。

久原委員 「先生、えらい少子・高齢化が進んでいますが、これは原因は何ですか」と言

われた時、偏らんということとはどげんことといろいろ言うわけだな。

岩武高校教育課長 そうですね、いろいろな見方を、考え方が複数あれば、やっぱりその

考え方を示すことだと思いますし、子供たちにやっぱりいろんな意見を出させて議論をさ

せることだというふうに思っています。

土居副委員長 それに関連して、高校生が政治活動をするときに届けなければならないと

かいう県もありますよね。例えば、土居昌弘後援会竹田高校支部の支部長を３年生にさせ

るということはできるんですか。

岩武高校教育課長 そうですね、届け出なければいけない県というのは、この前、新聞で

愛媛県の例が出ていましたけれども、本県でそういうことというのは全く示しておりませ

んし、先ほども言いましたように、学校外の活動については、家庭の理解のもと、やっぱ

り生徒が判断して行うものであると考えています。届け出制ということを今考えている県

もあるようなんですが、その場合、届け出をしたものの個人的な政治的信条の是非を問う

ようなことにもなりかねない懸念がありますので、そこは慎重に判断していかないといけ

ないというふうに思っております。

麻生委員 埋蔵文化財センターのレストラン棟が体験学習館になるということであります

が、この県の芸術会館の跡は廃止をするという経過の中で、ここに入居されていたところ

はもう廃止されているんですよね。物すごい県の勝手な、つくって、やっぱりレストラン

が要ると、ぜひ入ってくれというようなやりとりをした。で、入っていって、県の勝手な

判断でやめると、廃止しますと一旦なって、廃止せずに今後埋蔵文化財センターに移るわ

けじゃないですか。過大な設備投資とか、そういったものが県の都合によって全てパアに

なっているといった現実をしっかり受けとめて、それに対する対処をやっておく必要があ

るということだけは申し上げておきたいと思います。

以上です。

衞藤委員長 意見でいいですか。（「はい」と言う者あり）

原田委員 ２点あるんですけど、まず人材育成のほうの異校種間交流なんですけど、この

考え方はどうやって進めていくかということなんです。

１つがやっぱり本人の希望もあるんでしょうけど、どういった人を主に交流させていっ

て、どういう成果を求めていくかということをお聞かせ願いたいと思います。

もう１つが、そのとき気になるのが免許の問題なんですよね。免許がある人ならまだい
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いんでしょうけど、ない方を免許取得を原則的にするか、それとも臨時免許的な、今もあ

りますけど、そういったものを積極的に発行していくかということについてどうお考えか

ということをお答え願いたい。

それからもう１点、さっきの政治の問題ですけど、私立高校については違う部局のほう

で同じような方針を出していくのかどうかお伺いしたいと思います。

藤本教育人事課長 異校種間の交流でございますが、小・中学校におきましては、やはり

小中の一貫教育というものが全ての市町村で積極的に取り組まれておりますので、小・中

学校での教員の交流というのは積極的にするということで、やはりそれも免許の関係等も

ございますので、そこをまず第１に考えて交流をしていきたいというふうに考えておりま

す。中・高とであれば、養護教諭とか、それはもう免許１本でございますので、そういっ

た者で交流ができるところは積極的にやっていきたいというふうにも考えております。

岩武高校教育課長 私立高校ですね、この指針を参考資料として私立のほうにもお渡しを

しております。私立のほうでもこの政治的教養の教育については、公立、私立かかわらず、

ここは余りスタンスは変わらないと思いますので、私立のほうでも同じような政治的教養

の教育の充実というのはなされていくというふうに思っております。

原田委員 政治的なほうのはわかりました。異校種間の交流なんですけど、やっぱり免許

というのは大事なんですけど、先日も免許がないのに勤務したというとんでもないのがお

りました。そういったものは除きますけど、基本的にはお互い学び合うというところから

考えたら、積極的な臨時免許の発行もいいんではないかなと個人的に思っています。

以上です。

桑原委員外議員 人材育成方針の９ページ、教員採用試験の見直し・改善とありますけれ

ども、教師、教員の１番の仕事というのは、いかに子供たちの学力を伸ばすかというのが

当然なんですけれども、公教育の場合と塾のような完全な私教育の場合を考えてみますと、

私教育の場合はそれができないと必然的に解雇される。ただ、公教育の場合は身分が公務

員ということですから、一旦正規で採用されると、そういう実力はなくても身分が保証さ

れるというところが問題となっているんですけれども、この教員採用試験で、教えやすい

授業とか、子供の学力を上げるかという、そういうところの評価というのはどうやって担

保するのかなと。ここに多様な選考方法のもとというふうに書かれているんですけれども、

例えば採用試験に模擬授業をやっていただいて、子供の評価を、これじゃ全然わからんよ

というので振るいにかけるのか、そういうことはお考えなのか。どうやって、それ以外は

どうやってその辺を担保していくんでしょうか。教えていただければと思います。

藤本教育人事課長 現在の試験が１次試験から３次試験までの３段階の選考とすることと

しております。１次試験は基本的な知識の習得状況を見る。２次試験では専門性を見ると

いうことで、２次試験の中には模擬授業と教科の専門性を測る口頭試問というものを実施

しております。３次試験では人間性を見るということで、面接等を実施しております。模

擬授業の中では、現在は指導主事と、あと学校の評議員の方とか、そういった方に入って

もらって、子供にとってどうか、あと保護者にとってこの先生はどうかといった観点も含

めて評価をしてもらうようなシステムにしております。

桑原委員外議員 多様な選考方法をいろいろと研究していただければと思います。

以上です。
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衞藤委員長 ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにご質疑等もないので、以上で諸般の報告を終わります。

この際、何かありませんか。

麻生委員 昨年出した宿題についての回答を１点求めたいというのと、１点発言したいと

思います。

県議会も学校現場に寄り添いたいということで、また、授業改善の工夫という部分の先

生方の悩みに情報共有を持って、同じ気持ちで取り組みたいということで、去年宿題を出

しているんですが、まだ全く返ってきていないものですから、あえてこの場で申し上げた

いと思うんですが、県議会も出前講座をやらせていただいております。年間十数カ所かな、

ことしも実施しております。毎年実施しておるわけですが、マンネリ化していないかとい

うことで、パワーポイントの、いわゆる表現資料も、毎年少しずつですけど改善したりし

て、授業の工夫もして、議員それなりに勉強していっておりますが、それに対する子供た

ちの感想はいただいております。ただ、公民とか社会科になるんでしょうか、指導教官と

か、そういった立場の方々が実際にそれを見て、これはやっぱりこう改善したほうがいい

とか、ここは間違っているとかいったような指導をしていただいて、我々はさらにそれを

見直しして、やっぱり政治に関心を持っていただくために改善をしていく必要があろうか

なという問題認識を持っております。

先ほど土曜授業についても、豊後高田ではスポーツ少年団の活動で土曜授業に出られな

いとか、そういったお子さんのためにも、夜何回もケーブルテレビで放送しているとか、

こういったものも話も聞いて我々は議会の出前講座とか、そういったものがあるときには、

それぞれ地域のケーブルテレビの情報を流して、全部じゃないけれども、情報をそれぞれ

の地域で流してもらうような工夫もしとるわけですけれども、この県議会の出前講座につ

いて、まず改善すべき点とか、指導教官とか、そういった部分で、情報としてアンテナを

高く張っていると思いますので、どういう評価なのか、また、改善すべき点、こういった

部分はぜひ改善してほしいとかいう要望があれば、まずお伺いしたいと思います。

工藤教育長 議会のほうも大変積極的にいろんな活動していただいている。そして我々も、

別の案件でございますけれども、例えば台湾との大きな交流を考えたらいいじゃないかと

いうような積極的なご提案もあって、我々のほうもスタッフを派遣させていただいたりと、

議会は単に審議をするというだけではなくて、いろんなところに積極的に出向き、さらに

は具体的な提案も上げていただいているということに対しては大変感謝を申し上げます。

また、我々もそういう形で互いに議論しながら前に進めていきたいというふうに思って

おります。

議会の出前講座の具体的な提案というのも、ちょっと今、私、持ち合わせておりません

けれども、今のお話も踏まえながら、さらに積極的な議会との交流も図っていきたいとい

うふうに思っておりますので、引き続きご指導いただければと思っております。どうぞよ

ろしくお願いします。

麻生委員 そういうことで、我々もやっぱり現場の実態を知る意味で、あるいは先生方の

授業の工夫とか、そういったのを知る意味で、我々自身もできることは改善をしていきた

いと思っておりますので、ご指導賜りますように、切に切に、頭を低くしてお願いを申し
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上げておきたいというのが１点。

それから、当然、県教委というのは、各市町村教委を初め、現場の先生方に対するリー

ダーシップを発揮していただく必要があろうかと思いますし、そのことは、児童や生徒に

対しても導くという意味でのリーダーシップの発揮、これが求められるわけでありますが、

先日、ちょっといい話を聞いたので、メモをしてきました。リーダーに求められること、

それは聞き上手であること、モチベーションを与え励まし仕事を任せ、やる気を引き出し、

うまくコミュニケーションを図ることということで、なるほどなと。そして、これこそが

学校の先生方はもちろん、県教委や市町村教委、あるいは管理職、そして現場の先生自身

にも子供たちに対して求められることじゃないかなと思いますので、ぜひ考えていただけ

ればなと。

次に、９項目書いていまして、これがポイントでありまして、形にはまらないと。やや

もすると、形にはめてしまおうとしている公教育ばっかりやっているんじゃないかと。礼

儀正しい、頼りになる、信用できる、粘り強い、やる気を起こさせる、権限を委任する─

─現場に任せるとか、権限を委任するということ。そして、自信を持つ、チームづくりが

うまいと、こういった９項目でありましたので、ぜひ県教委の皆さんにはそういったこと

も十分認識して、実践をしていただいていると思いますが、自分自身見たときに、なかな

かできんなと、難しいなと思ったものですから、ぜひそういった部分、気をつけて取り組

んでいただきますようにお願い申し上げ、意見とさせていただきます。

以上です。

衞藤委員長 ほかにご質疑等はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ほかにないようですので、ここで一言私からお礼を申し上げます。

〔委員長挨拶〕

〔工藤教育長挨拶〕

衞藤委員長 それでは、ご勇退される大城次長から一言お願いします。

〔大城教育次長挨拶〕

衞藤委員長 これをもちまして、教育委員会関係の審査を終わります。

執行部はご苦労さまでした。

〔教育委員会、委員外議員退室〕

衞藤委員長 次に、閉会中の所管事務調査の件について、お諮りいたします。

お手元に配付のとおり、各事項について閉会中の継続調査をしたいと思いますが、これ

にご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 ご異議がないので、所定の手続をとることにいたします。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

衞藤委員長 別にないようですので、ここで委員の皆様に一言お礼を申し上げます。

〔委員長挨拶〕
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衞藤委員長 これをもちまして、委員会を終わります。

お疲れさまでした。


